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【会議の概要】 

新型コロナウイルス感染症のまん延防止等重点措置が適用されている状況を考慮し、書

面会議により開催しました。結果は次のとおりです。 

 

１ 議 事 

（１） 議案第１号 「伊達市水道ビジョン（案）」の改定に関する意見聴取について 

     質疑応答：以下のとおり 

 

 ○委 員：表記・表現上で気になったところは大まかにチェックしましたが、全体的に

苦労された跡が窺えてよくまとまっていると思います。 

要チェック箇所をまとめたので、修正等検討されたい。 

 ●事務局：ご指摘いただいた箇所につきましては、適宜修正を行うことといたします。 

 

 

 ○委 員：自然災害が多い近年、近いうちに起こるであろう有珠山噴火は、噂では有

珠・長和地区方面で被害が大きくなるのではと言われていますが、そうなると

水源である川や井戸は大丈夫なのでしょうか？ とても心配です。 

「安心して飲めるおいしい水」がいつでも飲めるのは自然が多く残されてい

る環境だからだと思っています。他の街の方からは「伊達の水道水はおいし

い。」と言われ、とてもうれしく思います。 

これからも自然を守りながら、人口減少や水道施設の老朽化、人材不足など

課題がたくさんありますが、今回の「伊達市水道ビジョン」の計画策定、事業

の推進を願っています。  

●事務局：有珠・長和地区の水源である長和水系は深井戸４井を取水源としています。

有珠山噴火が起こることにより、地下水の水質に変化が生じる懸念はあります

が、もし水源が使用不可となったら速やかに代替水源などを検討します。 

     常時監視していることに加え、定期的な水質検査の実施により、「安心して 

飲めるおいしい水」の提供に努めてまいります。 

 



 

○委 員：管路の種類と今後の更新について 

 今後更新に用いるものは、ダクタイル鋳鉄管とポリエチレン管のようです

が、使い分けは管径によるのでしょうか？  

●事務局：管径がφ150mm以上の重要度の高い導水管・送水管・幹線配水管には、主にダ

グタイル鋳鉄管を使用しています。その他の配水管については、材料費と施工

性を考慮してポリエチレン管を使用します。 

 

○委 員：災害時の資材確保について 

     緊急資材庫・防災倉庫について、大滝区の記載はありませんが、大滝区にお

ける災害時の対応を教えていただければと思います。 

 ●事務局：本町浄水場に緊急資材庫があり、資材や給水袋を備蓄していますので、そち

らから必要資材を出庫し給水活動等を行っています。 

 

○委 員：資金の確保、水道料金水準について 

       今後の人口減による収入の減少、設備更新・修繕に係る費用の増加を考えた

場合、すぐには無理かもしれませんが、持続可能な形で早めに料金体系の見直

しもするべきと考えます。  

●事務局：水道事業は、水道料金を主な収入とした独立採算制にて事業運営を行ってい

ます。人口減少による収入の減少や設備更新・修繕等の費用増加などにより、

厳しい経営状況が続く見込みの場合は、財政収支バランスの推移を注視しなが

ら料金体系の見直しの検討を進めてまいります。 

 

○委 員：漏水について 

 現状どの位、漏水はあるのでしょうか？ 

      主な原因も含めて教えていただければと思います。  

●事務局：令和２年度決算によると、総給水量3,534,531㎥の内、漏水水量は33,572㎥で

全体の0.95％です。 

     原因として、老朽化した給水管からの漏水量が最も多いと考えています。 

 

○委 員：広域連携について 

      現在連携を考えている近隣事業体は、どの辺りまでになるのでしょうか？ 

経営基盤の強化が期待できる他のメリットとデメリットもあるようであれば教

えて下さい。  

●事務局：北海道が主催する検討会に胆振地区の自治体が参加し、広域化の必要性やメ

リットについて協議・検討を進めています。 

 経営基盤強化以外のメリットとして、災害時に水源が失われた場合に、他自

治体からの水の提供や資材などの提供が速やかに行うことが出来るなどが考え

られます。 

 デメリットとしては、自治体間の施設統廃合などによる施設整備費の増大や

統合先の経営状況によっては負担が発生するなどが考えられます。また、地理

的条件から施設の統廃合が出来ない場合は、統合によるメリットは少なくなり

ます。 

 

○委 員：水道 

施設の見学について 

 見学は何人からＯＫですか？ 

 定期的に開催されているのでしょうか？ 

      見学できる浄水場は、どこになりますか？（全施設ＯＫとか？） 

 ●事務局：施設見学は北黄金浄水場及び北湯沢浄水場で行っています。 

      小学４年生の総合学習として施設見学を行っているほか、自治会などを単位

とした施設見学の受け入れを行っています。要望がありましたら随時対応して

います。 



令和３年度 第２回伊達市上下水道事業経営審議会 

（書面開催） 
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第 1 章 改定の趣旨及び位置づけ 

１ 改定の趣旨 

本市では、伊達市水道事業（以下「水道事業（伊達）」といいます。）と伊達市大滝区簡易 

水道※事業（以下「簡水事業（大滝）」といいます。）の２つの水道事業を運営しており、安全 

な水を安定的に供給するため、平成 24（2012）年 3 月に策定した「伊達市水道ビジョン※」

に掲げた方針・目標に基づき具体的な施策に取り組んできました。 

 

近年、水道事業の経営環境は、人口減少等により料金収入が減少傾向にある一方で、水道

施設の耐震化や老朽化による更新需要※の増大により、一層厳しさを増しています。 

 

このような中、厚生労働省は、人口や水需要の減少、東日本大震災の経験などを踏まえ、

平成25（2013）年3月に「新水道ビジョン」を策定・公表し、「持続」、「安全」、「強靭」

の3つの観点から50年後、100年後の将来を見据えた水道の将来像を明示するとともに、

その理想像を具現化するため、今後取り組むべき事項や方策、関係者の役割分担を示しまし

た。 

 

本市におきましても国の「新水道ビジョン」における役割や「伊達市水道ビジョン」策定後 

の水道を取り巻く社会環境の変化を踏まえて、今後 10 年間で取り組むべき施策の見直しを

行うとともに、それらの施策を実現するための経営の基本計画である経営戦略※（令和2（20 

20）年４月策定）を統合しました。 

 

出典：新水道ビジョン 厚生労働省 
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２ 計画の位置づけと計画期間  

本ビジョンの計画期間は、令和4（2022）年度から令和13（2031）年度までの10年

間とします。 

【水道事業ビジョンと関連する事業の計画期間】 

 

本ビジョンは、伊達市水道事業における将来の方向性を示すもので、事業の推進に際して

は、第7次伊達市総合計画の将来像である『みんなが豊かさを感じられる市民幸福度最高の

まち』や、厚生労働省や北海道の水道ビジョン等の関連する計画と整合を図ります。また、

本ビジョンに従って、より詳細な個別計画・実施計画を策定し、事業を推進します。 

【水道ビジョン及び水道事業計画の体系図】 

 

 

 

 

 

 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１ R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

現行　総合計画（第7次）

現行　水道ビジョン【施策目標、推進方策】

現行　経営戦略【上位計画を実現させるための計画】

改定　水道ビジョン

前　総合計画（第6次） 次期　総合計画

経営戦略と統合

伊達市水道ビジョン

第3次
拡張計画

老朽管
更新事業

施設・設備
更新事業

耐震化事業

事業計画・実施計画

新水道ビジョン
（厚生労働省）

北海道水道ビジョン
（北海道）

国及び道の施策

市の上位計画

第7次伊達市
総合計画

財政計画・アセットマネジメント
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経営戦略は、水道ビジョンにおける基本理念や施策を実現するための経営に関する基本計

画であり、中長期的な視点に立った投資・財政計画に基づく戦略的な経営を推進するもので

す。 

本ビジョンでは、「投資試算」及び「財源試算」の将来予測や経営健全化、財源確保の具

体的方策を整理し、事業運営の効率化とともに健全な事業経営に努めるため、第６章におい

て、経営戦略の柱となる投資と財源の収支が均衡した投資・財政計画を定めています。 

【水道ビジョンと経営戦略の関係図】

 

【経営戦略のイメージ】 

 

経営戦略

　■投資・財政計画
　■経営の健全化
　■経営基盤・財政マネジメントの強化

水道ビジョン

　■水道の理想像の明確化
　■10か年の具体的な目標の設定
　■施策の設定

基本理念・施策を実現するための具体的な計画

　　水道施設の維持管理費

投資・財政計画（収支計画）

投資試算 均 衡 財源試算

　　施設・設備投資の見通し 　　　　財源の見通し

　　　　水道料金
　　施設・管路の更新費 　　　　起債

　　人件費・維持管理費の見通し
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第２章 水道事業の現状と課題 

１ 水道事業の概要 

（１）水道事業の沿革 

 水道事業（伊達）は、昭和 28（1953）年の簡易水道に始まり、昭和 35（19６0）年に

市街地を給水区域とする上水道の創設認可※を取得して以降、人口や水需要の増加に応えるた

め、次表のとおり拡張事業を行ってきました。 

 現行の第 3 次拡張事業は、優良田園住宅の建設に伴う給水区域の拡張や取水量の安定確保

等を目的とした取水地点の変更のほか、社会情勢の変化による計画給水人口※等の見直しを行

い、現在に至っています。 

 

年 月 内 容 計画給水人口 計画1日最大給水量 

S35.12 伊達市水道事業創設認可 15,000 人 4,050㎥ 

S49.3 第 1 次拡張事業 25,800 人 8,644㎥ 

S53.3 第 2 次拡張事業 36,300 人 15,800㎥ 

H2.3 第 2 次拡張事業の変更（取水地点の変更） 36,300 人 15,800㎥ 

H19.4 第 3 次拡張事業 36,700 人 15,800㎥ 

H21.12 第 3 次拡張事業の変更（区域の拡張） 36,700 人 15,800㎥ 

H29.4 第 3 次拡張事業の変更（取水地点の変更） 30,300 人 13,800㎥ 

 

 

北黄金浄水場の配水池            緩速ろ過池 
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簡水事業（大滝）は、昭和 45（1970）年に創設認可を取得した本町地区から始まりまし

た。昭和 48（1973）年に北湯沢地区、昭和 54（1979）年に優徳地区がそれぞれ創設認

可を取得し、その後、次表のとおり拡張事業や事業統合を行ってきました。 

平成 30（2018）年 4 月には経営状況の明確化等を目的に地方公営企業法の一部（財務

規定等）を適用し、官公庁会計から公営企業会計へ会計方式の移行を行い、現在に至ってい

ます。 

 

年 月 内 容 計画給水人口 計画1日最大給水量 

S45.3 本町地区簡易水道事業創設認可 1,100 人 200㎥ 

S48.3 北湯沢地区簡易水道事業創設認可 600 人 250㎥ 

S54.6 優徳地区簡易水道事業創設認可 500 人 210㎥ 

S56.6 本町地区の拡張事業 920 人 300㎥ 

S60.6 北湯沢地区の拡張事業 500 人 500㎥ 

H7.6 
北湯沢地区と優徳地区を統合し、名称を北

湯沢・優徳地区簡易水道事業へ変更 
1,200 人 921㎥ 

H13.4 北湯沢・優徳地区の拡張事業 1,000 人 921㎥ 

H19.6 北湯沢・優徳地区の拡張事業の変更 780 人 1,221㎥ 

H22.4 
北湯沢・優徳地区と本町地区を統合し、名

称を伊達市大滝区簡易水道事業へ変更 
1,700 人 1,521㎥ 

H30.4 公営企業会計へ移行 －   －   

 

 

北湯沢浄水場の膜ろ過装置            沈でん池 

 



 

 

第２章 水道事業の現状と課題 

6 

 

（２）給水実績 

水道事業（伊達）の給水人口は減少し続けており、過去 10 年間で 2,536 人減少していま

す。一日平均給水量※も給水人口の減少に伴い減少傾向にあります。 

一日最大給水量※は増減を繰り返していますが、主な要因としては北海道電力㈱伊達発電所

の使用水量の変動が挙げられます。 

【給水人口と一日最大給水量の推移】 
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簡水事業（大滝）の給水人口は減少傾向にあり、過去 10 年間で 268 人減少しています。 

給水量の約８割が宿泊施設などで使用されている家事用以外であることから、景気や社会

情勢などの影響により一日最大給水量及び一日平均給水量に変動が生じています。 

【給水人口と一日最大給水量の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

1,026 1,018 990 
930 920 

825 838 816 799 
758 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

行政区域内人口 給水区域内人口 給水人口

1,174 1,177 1,212 

1,369 

1,273 
1,339 

1,089 

1,306 1,282 
1,194 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（m3/日） 一日平均給水量 一日最大給水量

数値は一日最大給水量 

数値は給水人口 



 

 

第２章 水道事業の現状と課題 

8 

 

２ 水道施設 

（１）水道施設の概要 

①給水区域及び施設 

水道事業（伊達）の給水区域は、館山水系、長和水系、北黄金水系、黄金水系の 4 つ 

の水系に分割されています。 

【各水系の概要（令和２年度末）】 

水系名 取水源 配水池容量 竣工年度 経過年数 

館山水系 

（管理棟・配水池※） 
深井戸※  3 井 1,350 ㎥ 昭和 37 年度 59 

長和水系 

（管理棟・配水池） 
深井戸  4 井 2,000 ㎥ 昭和 54 年度 42 

北黄金水系 

（浄水場※・配水池） 

表流水 

深井戸  2 井 
2,219 ㎥ 昭和 5２年度 4４ 

黄金水系 

（浄水場・配水池） 
表流水 96 ㎥ 昭和 44 年度 52 

合 計 － 5,665 ㎥ － － 

 

 

気仙川の表流水取水施設 
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【水系別給水区域図】 
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１）館山水系 

館山水系の取水井※・管理棟及び配水池は、市街地中心部に配水している施設で、水道

事業の創設期に建設されました。 

水源は 3 井の深井戸で、一日最大 3,487m3 を取水しており、水質は良好であるため

塩素滅菌のみの浄水処理を行っています。 

館山町の高台に配水池 1,350m3 を有しており、自然流下方式※で配水しています。 

 

２）長和水系 

長和水系の取水井・管理棟及び配水池は、市の北西部に配水している施設で水道事業

の第 2 次拡張期に建設されました。 

水源は 4 井の深井戸で、一日最大 4,058m3 を取水しており、水質は良好であるため

塩素滅菌のみの浄水処理を行っています。 

長和町の高台に配水池 2,000m3 を有しており、自然流下方式で配水しています。 

 

３）北黄金水系 

北黄金水系の水源・浄水場（場内配水池）は、市の南東部に配水している施設で、市

内で最も大きな浄水処理施設を有しています。 

水源は、気仙川表流水と 2 井の深井戸で、一日最大 4,523m3 と 2,097m3 を取水し

ており、緩速ろ過※方式で浄水処理後、塩素滅菌を行っています。 

浄水場内には、2,219m3 の配水池を有しており、主に自然流下方式で配水していま

すが、一部の高台には加圧ポンプで配水している区域があります。 

 

４）黄金水系 

黄金水系の水源・浄水場（場内配水池）は、市の南部末端の黄金地区に配水している

施設で、比較的小規模な施設です。 

水源は北黄金水系と共同で取水している気仙川表流水を一日最大 112.5m3 を取水し

ており、緩速ろ過方式で浄水処理後、塩素滅菌を行っています。 

浄水場内に 96m3 の配水池を有しており、自然流下方式で配水しています。 
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 簡水事業（大滝）の給水区域は、本町水系、優徳水系、北湯沢水系の３つの水系に分割さ

れます。 

平成 25（2013）年度からは、北湯沢地区の水不足に対応するため、本町浄水場と優徳浄

水場を連絡管でつなぎ、優徳浄水場から北湯沢地区の一部に送水することで水の安定供給を

図っています。 

【各水系の概要（令和２年度末）】 

水系名 取水源 配水池容量 竣工年度 経過年数 

本町水系 

（浄水場・配水池） 
表流水 206 ㎥ 昭和 45 年度 51 

優徳水系 

（浄水場・配水池） 
表流水 154 ㎥ 昭和 54 年度 42 

北湯沢水系 

（浄水場・配水池） 
表流水 941 ㎥ 昭和 48 年度 48 

合 計 － 1,301 ㎥ － － 

 

 

本町水系の本町川表流水取水施設     優徳水系の村雨川表流水取水施設 
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【水系別給水区域図】 
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１）本町水系 

本町水系の水源・浄水場（場内配水池）は、本町・本郷町の一部地区に配水している 

施設です。 

水源は、長流川支流本町川右岸表流水と本町川支流左股川表流水で、一日最大 203m3

と 127m3 を取水しており、緩速ろ過方式で浄水処理後、塩素滅菌を行っています。 

浄水場内に、配水池 206ｍ3 を有しており、自然流下方式にて配水しています。 

また、水需要の有効的な活用と北湯沢地区の水不足に対応するため、連絡管を通じて、

優徳浄水場配水池への送水も行っています。 

 

 ２）優徳水系 

優徳水系の水源・浄水場（場内配水池）は、優徳町・大成町・本郷町の一部に配水し

ている施設です。 

水源は、長流川支流村雨川表流水で、一日最大 231m3 を取水しており、緩速ろ過方

式で浄水処理後、塩素滅菌を行っています。 

浄水場内に配水池 154m3 を有しており、主に自然流下方式で配水していますが、一 

部の高台地区には加圧ポンプで配水しているほか、仕切弁操作により北湯沢地区へ送水 

することができます。 

 

３）北湯沢水系 

北湯沢水系の水源・浄水場・配水池は、北湯沢温泉町に配水している施設で、大滝区

の中では最も大きな施設となります。 

水源は、長流川水系カバユサンナイ川支流共徳川表流水と長流川水系カバユサンナイ

川表流水で、841m３と 272m3 を取水しており、急速ろ過※池により浄水処理後、塩素

滅菌を行っています。 

北湯沢温泉町の高台に配水池 941m3 を有しており、一日最大 942m3 を配水してい 

ます。 

給水区域には主に自然流下方式で配水していますが、一部の高台地区には、加圧ポン

プで配水しているほか、仕切弁操作により優徳地区へ送水することができます。 
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②管路 

１）管路の種類と総延長 

管路には、導水管※や送水管※（連絡管を含む）、配水管※があり、その種類は 6 種類あ 

ります。 

【水道事業（伊達）の状況】 

管路の総延長 管路の種類 

240,627ｍ 

※内、φ150mm 以上の 

重要度が高い管路延長 

（87,068ｍ） 

 ダクタイル鋳鉄管、ポリエチレン管、塩化ビニル管、 

 その他の管（鋼管※など） 

【簡水事業（大滝）の状況】 

管路の総延長 管路の種類 

37,148ｍ  ダクタイル鋳鉄管、ポリエチレン管、塩化ビニル管 

 

２）管路のバックアップ体制 

緊急時のバックアップ体制として水道事業（伊達）の館山水系、長和水系、北黄金水 

系は配水ブロックの末端で連絡しているため、緊急時に一部の水を送水することができ 

ます。また、簡水事業（大滝）の各水系をつないでいる連絡管は災害時のみならず、北 

湯沢地区の水不足対策としても活用しています。 

今後は、有珠山の火山活動の影響についても考慮し、将来的には代替水源の整備と合 

わせた管路の検討や、配管網の見直しなどバックアップ体制の強化が必要です。 

【水道事業（伊達）の配管（連絡管）図】 

 

【簡水事業（大滝）の配管（連絡管）図】 
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③防災対策 

１）配水池の耐震化 
本市の配水池貯留能力は、水道施設の設計基準で必要とされている 12 時間分を確保し 

ています。 

また、総務省が設定している被災後 1 週間分の目標給水量である 90 リットル/人を貯 

留飲料水量として確保しているものの、配水池が耐震構造になっていないため、地震被 

災があった場合には急激な水位低下が生じる懸念があります。 

 

２）災害時の体制整備 

   事故や災害などが発生した場合に備え、被災内容別に分類した「危機管理マニュアル」

を策定し、本庁舎や大滝総合支所、主たる浄水場などに配置するとともに、定期的な見

直しを行っています。 

 また、近隣の事業体や伊達管工事業協同組合と災害時における水道の応急活動に関す

る協定を締結し、迅速かつ的確な災害対策が実施できるような体制を構築しています。 

これらの協定は今後も継続していくとともに、災害訓練の実施や積極的参加に努めます。 

協定名 協定締結先 

日本水道協会北海道地方支部災害時相互応援協定 
北海道地方支部会員 

（道内の水道事業体） 

大規模災害時における水道の応急活動に関する協定 伊達管工事業協同組合 

 

  ３）災害時の資機材の確保及び耐震性貯水槽 

緊急資材庫（館山管理棟、本町浄水場）と防災倉庫（だて歴史の杜内）には漏水修繕の

主要な材料や緊急用給水袋（ポリタンク、ポリパック）などを備蓄しています。また、停

電対策として可搬式の発動発電機を保管しています。 

だて歴史の杜には、地震などの災害時に応急給水※を行えるよう耐震性貯水槽※を整備

しています。 

 

 
だて歴史の杜内にある防災倉庫       耐震性貯水槽使用時の様子 
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（２）水道施設の現状・評価 

①施設の耐震化 

浄水場、配水池などの水道施設は、時間の経過とともに老朽化が進行し、地震などの災

害が起きた際には、その被害が大きくなる恐れがあります。 

また、電気・計装・機械設備は、故障部品などの交換や予防保全的な修繕を重ねて使用

していますが、それらが被災し、大規模な故障が発生した場合には、復旧に多くの時間を

要する恐れがあります。 

このため、将来的にも安定した配水を続けるためには、施設や設備などの耐震化を計画

的に進めていく必要があります。 

 

 ②管路の耐震化 

  管路の耐震化状況は次のとおりです。 

未耐震管については、管路更新と併せた耐震化を計画的に進めていく必要があります。 

【管路の耐震整備状況】 

事 業 総延長 耐震管 未耐震管 

水道事業（伊達） 240,627m 63,371m（26.3％） 177,256m（73.7％） 

簡水事業（大滝） 37,148m 225ｍ（0.6%）   36,923ｍ（99.4％） 

 

 ③有形固定資産減価償却率 

 有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資

産の老朽化度合を示しています。 

数値が高いほど、法定耐用年数※に近い資産が多いことを示しています。 

  

両事業とも類似団体平均よりも低い水準ですが、上昇傾向にあるため、老朽化が進んで

いることがわかります。 

  

 

※簡水事業（大滝）については、企業会計へ移行した平成 30（2018）年度以降の数値を計 

上しています。 
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 ④管路経年化率 

  法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で、管路の老朽化度合を示しています。 

  数値が高い場合は、法定耐用年数を経過した管路を多く保有しており、管路の更新など

の必要性が高い状況にあるといえます。 

  
両事業とも上昇傾向にあり、老朽化が進んでいることがわかります。 

類似団体平均と比較すると、水道事業（伊達）は概ね同水準、簡水事業（大滝）は高い 

 水準となっていることがわかります。 

  
 

⑤管路更新率 

  「管路更新率」は、その年度に更新した管路の延長の割合を示すものです。例えば、管 

路更新率が 2.5％であった場合、更新を終えるまでに 40 年を要することとなります。

（100％÷2.5％/年＝40 年） 

 
水道事業（伊達）は、類似団体平均と同水準ですが、依然として低い水準のため、更新需

要に追いつかず目標耐用年数※を超過する恐れがあります。 

 簡水事業（大滝）は、老朽化が進んでいる管路以外の施設の更新を優先しているため、 

管路の更新率は低くなっています。 
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 ⑥有収率 

施設の稼働が収益につながっているかどうかを判断する指標で、100％に近ければ近い

ほど施設の稼働状況が収益に反映されているといえます。数値が低い場合は、給水される

水量が収益に結びついていないため、漏水などといった原因を特定し、その対策を講じる

必要があります。 

 
両事業とも老朽管の更新などにより、類似団体平均を上回り、良好な数値となっていま

す。 

  
 

 ⑦施設利用率 

施設の利用状況や適正規模を判断する指標で、この数値が高いと施設を有効に活用して

いるといえますが、高すぎると施設に余裕がなく、安定給水という視点からは問題になり

ます。 

 
両事業とも類似団体平均より高い水準を維持しており、施設を有効に活用していること

がわかります。 

水道事業（伊達）は、７０％前後の数値となっており、大口利用者である北海道電力㈱ 

伊達発電所で使用の際にも安定した給水が行えるようになっています。 

簡水事業（大滝）は、６０％前後の数値となっており、宿泊施設などの繁忙期でも安定 

 した給水が行えるようになっています。 
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施設利用率=
１日平均配水量

1 日配水能力
×100 
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３ 経営状況 

（１）経営状況の概要 

 ①料金体系 

料金体系は、用途を家事用、家事用以外、浴場用に分類し、更に口径別に区分していま

す。料金制度は、基本料金と超過料金の合計額に消費税額を加算した金額を請求する二部 

料金制となっています。 

基本料金は、給水を行うための基本的な費用（水道施設整備費、水道メーターの取替や 

 水道料金の徴収などにかかる経費）となるため、用途やメーター口径により料金が変わり 

ます。 

超過料金は口径による区分はなく、使用水量が多くなると単価が高くなる逓増型の料金 

制度を採用しています。 

 

 ②料金改定 

  現在の料金体系（平成２１（2009）年５月 1 日改定）は、次表のとおりです。 

なお、簡水事業（大滝）の料金体系は、平成 29（2017）年 5 月検針分から段階的に引

き上げ、令和元（2019）年 5 月検針分から市内統一料金になりました。 

【料金表（月額・税別）】 

用 途 口径(mm) 基本料金 超過料金(1㎥当たり) 

家事用 

13～２5 950 円 

8㎥まで 

9㎥～15㎥ 130 円 

40 4,150 円 16㎥以上 160 円 

50 5,880 円   

家事用以外 

13～25 2,000 円 

10㎥まで 

11㎥～50㎥ 150 円 

40 5,190 円 51㎥～1,000㎥ 190 円 

50 7,380 円 1,001㎥～5,000㎥ 220 円 

75 14,070 円 5,001㎥以上 280 円 

100 22,960 円     

150 66,660 円     

200 103,810 円     

浴場用 区分なし 4,390 円 100㎥まで 101㎥以上 50 円 

※上記料金は一ヶ月分の料金となります。 

※上記計算額に消費税などを加えた額がそれぞれの料金となります。 

【家事用口径（13～25mm）の料金】 【家事用以外口径（13～25mm）の料金】 
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③経営状況 

平成 30（2018）年度から令和 2（2020）年度までの収益的収支※（営業に関する収 

支）及び資本的収支※（建設に関する収支）の内訳と推移を次に示します。 

１）収益的収支の概要 

収益的収支は、水道水を供給するために必要な費用と水道水を提供することにより得 

た料金収入などで構成されます。 
 

近年３ヵ年の収益的収支を見ると、水道事業（伊達）は収入が支出を上回り、毎年度 

純利益を計上していることから、健全な経営状況といえます。 

簡水事業（大滝）は、支出に対しする不足額を一般会計からの繰入金で補っているた 

  め、収入と支出が同額となっています。このため、経営改善に向けた取組が必要です。 

【収益的収支の推移（平成 30 年度～令和２年度）】 

 
 

 

（単位：千円）
区　　分 H30 R1 R2

収　入

水道料金 547,254 512,385 512,759

受託工事収益 1,719 2,250 3,379

その他営業収益 53,304 47,557 46,229

営業外収益 24,089 25,855 26,310

特別利益 0 22,445 0

収入計 626,366 610,492 588,677

支　出

原水及び浄水費 98,965 97,398 97,102

配水及び給水費 28,330 20,745 28,578

受託工事費 1,489 671 2,938

業務費 21,550 21,923 21,540

総係費 135,642 103,899 128,980

減価償却費 222,979 223,341 226,692

資産減耗費 14,287 26,949 9,024

支払利息など 9,689 8,733 7,891

雑支出 371 414 347

支出計 533,302 504,073 523,092

純利益 93 ,064 106 ,419 65 ,585

〈水道事業（伊達）〉

626,366 
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収入 支出

（単位：千円）

区　　分 H30 R1 R2

収　入

水道料金 30,572 39,404 42,119

受託工事収益

その他営業収益 66 234 465

営業外収益 50,667 39,319 34,587

特別利益

収入計 81,305 78,957 77,171

支　出

原水及び浄水費 20,872 20,610 21,013

配水及び給水費 1,272 850 1,073

受託工事費

業務費 2,856 2,869 2,849

総係費 10,663 10,468 10,184

減価償却費 35,979 36,443 35,579

資産減耗費 912 348 59

支払利息など 8,096 7,271 6,414

雑支出 181 98 0

特別損失 824 0 0

支出計 81,655 78,957 77,171

純利益（△は純損失） △ 350 0 0

〈簡水事業（大滝）〉
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２）資本的収支の概要 

資本的収支は、水道水を供給するために必要となる施設の建設改良の費用や企業債償 

還金※などの支出と、その財源となる収入で構成されており、基本的に収入に比べて支出 

が多くなることから、不足分は損益勘定留保資金※などの補てん財源により補填します。 

 

近年３ヵ年の資本的収支を見ると、水道事業（伊達）は、支出に占める企業債償還金 

  の割合が非常に低く、企業債※の借入額が少ないことがわかります。また、令和２（2020） 

年度は資金運用のため、投資有価証券を購入しています。 

簡水事業（大滝）は、総務省が示す操出基準に基づく建設改良費※や企業債償還金に対 

する一般会計からの繰入のほか、収支不足額に対し、補てん財源を充ててもなお不足す 

る分を出資金として一般会計から繰入れています。 

【資本的収支の推移（平成 30 年度～令和２年度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）
区　　分 H30 R1 R2

収　入

企業債 60,000 50,000 45,000

工事負担金 4,992 13,537 0

保険金 2,376 0 0

補てん財源 189,234 198,356 342,194

収入計 256,602 261,893 387,194

支　出

建設改良費 216,895 219,656 240,871

企業債償還金 39,707 42,237 46,323

投資 0 0 100,000

支出計 256,602 261,893 387,194

〈水道事業（伊達）〉
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（単位：千円）
区　　分 H30 R1 R2

収　入

出資金 10,488 9,287 8,284

補てん財源 38,115 31,999 31,454

収入計 48,603 41,286 39,738

支　出

建設改良費 10,397 1,339 2,491

企業債償還金 38,206 39,947 37,247

支出計 48,603 41,286 39,738

〈簡水事業（大滝）〉
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３）経営健全化のための取組 

水道事業（伊達）での取組状況は次のとおりです 
 

１ 道路改良工事や下水道工事との同時施工 

管路更新などにおいて他事業と同時施工することで、更新費用を抑制しています。 

 

２ 企業債の繰り上げ償還 

平成 19（2007）年度から平成 21（2009）年度までの３年間で、水道事業が 

過去に借り入れた高利率企業債について、補償金を支払わずに繰上償還が可能とな 

る国の制度を利用して低利率の企業債への借り換えを行いました。この制度を利用 

することにより、企業債利息※を約 700 万円軽減しました。 

 

３ 管路口径の見直し（スペックダウン※） 

老朽管を更新するに当たり、配水量を踏まえて管口径を縮小することにより更新 

費用を抑制しています。 

 

４ 施設の廃止（ダウンサイジング※） 

館山水系の配水量が減少しているとともに、将来予測においても給水人口の減少 

が見込まれるため、館山第４深井戸施設を廃止し、維持管理費の削減を実施しまし 

た。 

 

簡水事業（大滝）での取組状況は次のとおりです 

 

１ 事業統合 

平成 22（2010）年度に区内に２つあった簡易水道事業を統合し、運営の効率化 

    を図りました。 

 

２ 公営企業会計への移行 

平成 30（2018）年４月に公営企業会計へ移行し、経営状況の明確化や経営意識 

    の向上、消費税の削減などによる経営基盤の強化に取り組んでいます。 
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共通の取組状況は次のとおりです 
 

１ 維持管理業務の委託 

浄水施設維持管理などの業務を民間業者に委託し効率化と経費削減を図っていま 

す。 

 

２ 漏水対策 

漏水対策として、配水量を流量計などで常に測定し監視しています。 

また、漏水箇所を発見したときは迅速に修繕を行い漏水量の削減に努めています。 

 

３ 料金未納者対策 

収納対策については、納入期限超過後も納付のない利用者に対し、督促状の送付 

    を行い、催告書→給水停止予告書→給水停止執行通知書の順に通知を送付し、それ 

でも納付がない場合には、給水停止の措置を行っています。 

     また、対応に誠意が見られない又は悪質と認められる者に対しては、支払督促の 

申立て※を実施しています。その他、訪問徴収を行うことで収納率の向上を図るとと 

もに、期限内納付への意識付けを行い、料金の負担に対する公平性を損なうことの 

ないよう努めています。 

 

４ 国庫補助事業の活用 

国庫補助事業である上水道未普及地区整備事業を活用し、水道未普及地域へ配水 

    管の整備を行いました。 

     また、大滝区水解消整備事業により、送水管（連絡管）の整備を行いました。 
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④組織・職員配置 

現在は１７人で事業を運営しておりますが、ベテラン職員の退職や技術職員数の減少な 

どによる技術力や災害時対応力の低下に対応するため、技術継承や人材育成に努めること 

が重要になります。 

【組織図】 

 
 

 

【職員配置状況】                 （各年度 4 月 1 日現在、単位：人） 

 

 【年齢別構成割合と水道事業経験年数】       （令和２（２０２０）年４月１日現在）

    

H28 H29 H30 R１ R2 R3

課　　長 1 1 1 1 1 1

事務職員 6 5 5 5 5 4

技術職員 4 4 3 4 4 4

技術職員（再任用） 0 0 1 1 1 0

会計年度任用職員（月額） 4 5 5 4 4 5

会計年度任用職員（日額） 4 3 3 3 3 3

19 18 18 18 18 17

区　分

上下水道課

計

　※令和３（2021）年度に水道課と下水道課が統合となり、上下水道課となりました。

20～29歳

11%

40～49歳

44%

50～59歳

28%

60～69歳

17%

年齢別構成割合

3年未満

22%

3年以上6年未満

39%

6年以上

39%

水道事業経験年数

主に水道事業（伊達）を担当 

（）内は兼務 

主に簡水事業 

（大滝）を担当 
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（２）経営状況の現状・評価 

 公営企業は独立採算の原則のもと経営しており、その経営状況は、経営指標を活用し、類

似団体との比較を行うことなどで健全性等を把握・分析することができます。 

なお、簡水事業（大滝）は、企業会計へ移行した平成 30（2018）年度以降の数値を計上し

ています。 

 

①水道の普及状況 

  給水人口は、平成 15（2003）年度まで増加傾向でしたが、それ以降は緩やかな減少傾

向となっています。 

  また、水道普及率※（行政区域内の人口のうち水道を利用できる人口の割合）は、令和 2

（2020）年度末で水道事業（伊達）が 88.9％、簡水事業（大滝）が 83.2％となってい

ます。 

【人口・世帯数・給水戸数】 

〈水道事業（伊達）〉                         （各年度末現在） 

 

〈簡水事業（大滝）〉                         （各年度末現在） 

 
 

 ②経常収支比率 

  収益性を見る際の代表的な指標である「経常収支比率」は、100％を超えて高ければ高 

 いほど収益性が高いことを示しています。100％未満の場合は、損失が生じていることを

意味しており、新たな収益の確保、コスト削減などの経営改善を行う必要があります。 

  
 水道事業（伊達）は、100％を上回っており、適正な水準を維持しています。 

簡水事業（大滝）は、100％を維持していますが、一般会計からの繰入金により収支均 

衡を図っていることから、経営の健全化のため、料金収入の確保と一層の経営効率化を目 

指します。 

  

単　位 H23 H24 H25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

行政区域内人口 Ａ 人 35,294 35,056 34,911 34,484 34,216 33,883 33,571 33,096 32,695 32,298

給水人口 Ｂ 人 31,243 31,024 30,897 30,499 30,240 29,917 29,612 29,214 29,029 28,707

水道普及率 Ｂ/Ａ ％ 88.5% 88.5% 88.5% 88.4% 88.4% 88.3% 88.2% 88.3% 88.8% 88.9%

給水戸数 戸 15,009 15,045 15,131 15,100 15,099 15,115 15,178 15,139 15,105 15,111

項　目

単　位 H23 H24 H25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

行政区域内人口 Ａ 人 1,241 1,228 1,191 1,136 1,114 988 1,008 987 961 911

給水人口 Ｂ 人 1,026 1,018 990 930 920 825 838 816 799 758

水道普及率 Ｂ/Ａ ％ 82.7% 82.9% 83.1% 81.9% 82.6% 83.5% 83.1% 82.7% 83.1% 83.2%

給水戸数 戸 487 484 473 462 456 439 445 439 432 421
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 ③流動比率 

  流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払い能力を表しています。 

 
水道事業（伊達）は、類似団体を大きく上回る数値を維持しており、短期的な支払いに 

は、全く不安のない状況となっています。 

 簡水事業（大滝）は、企業債償還金の原資を一般会計からの繰入金で賄っていることな 

どから低い数値となっています。 

  

 

 ④企業債残高対給水収益比率 

  給水収益※に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表しています。 

 この指標については、明確な基準はないと考えられるため、類似団体との比較等により状 

況を把握・分析することが求められます。 

 
水道事業（伊達）は、近年、企業債の借り入れを行っているため、上昇傾向にあります 

が、類似団体平均と比較すると低い水準になっています。 

簡水事業（大滝）は、令和５（２０２３）年度まで企業債の借入を予定していないため 

企業債残高が減少し、類似団体よりも低く抑えられています。 
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 ⑤給水原価 

  水道水 1㎥を作るのに要する費用のことです。 

  
水道事業（伊達）は、類似団体と比較すると低い水準となっていますが、経常費用が増 

加していることに伴い、給水原価も上昇傾向にあります。 

簡水事業（大滝）は、施設を効率的に使用することにより維持管理費を抑えられたこと 

で類似団体と比較しても低い数値となっています。 

  
 

 ⑥料金回収率 

供給単価（1㎥当たりの料金収入単価）と給水原価（水道水 1㎥を作るのに要する費用） 

との関係を見るものであり、料金回収率が 100％を下回っている場合は、給水に係る費用 

が給水収益以外の収入で賄われていることになります。 

 
水道事業（伊達）は 100％を上回っており、類似団体平均より高い水準を維持していま 

す。 

簡水事業（大滝）は、水道事業（伊達）との料金統一により、指標が上昇したものの、 

低い水準となっているため、料金収入の確保と一層の経営効率化が必要な状況となってい 

ます。 
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料金回収率=
供給単価

給水原価
×100 
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 ⑦累積欠損比率 

  営業収益に対する累積欠損金の割合をいいますが、本市の水道事業（伊達）及び簡水事 

業（大滝）では、累積欠損金が発生していないため、全体的に健全な経営状況にあるとい 

えます。 

 

 ⑧総括 

  水道事業（伊達）は経常収支比率や料金回収率が 100％を超えており、また、流動比率 

が高いなど、類似団体と比較しても良好な数値となっていることから、全体的には健全な 

経営を維持できているといえます。 

簡水事業（大滝）については、一般会計からの繰入金により収支均衡を図っていること 

から料金収入の確保と一層の経営効率化を図る必要があるといえます。 
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４ 水道事業の課題 

 人口減少に伴う水需要の減少や水道施設の老朽化、深刻化する人材不足などの直面する課

題に対応し、水道の基盤強化を図るため、令和元年（2019 年）に水道法が改正され、広域

連携の推進、適切な資産管理の推進、官民連携※の推進などを強化していくこととなりました。 

 

（１）老朽化対策 

 人口増加等による水需要の増加に伴い、急速に拡張を進めてきた施設や管路が老朽化して

きていることから、増大する更新需要への対応が課題となっています。 

 

（２）災害対策 

 大規模地震発生時において、市民などに対して安定した給水を行うためには、水道施設を

耐震化し、地震による被害を未然に防ぐことが必要となります。耐震化は、老朽化に伴う水

道施設更新に併せて進めるため、今後、それらの費用の増大が見込まれることから、より計

画的かつ効率的に改築や更新を進めていく必要があります。 

 

（３）安定的な運営 

 簡水事業（大滝）の安定的な運営を図るため、将来的に水道事業（伊達）との統合を検討

する必要があります。 

 

（４）広域連携 

広域化により、経営基盤の強化や人手不足に対する体制の構築などの効果が期待できるこ

とから、広域連携の推進役である北海道を中心とした近隣事業体と連携を図る必要がありま

す。 

ただし、業務の負担割合、費用対効果の度合いや目指すべき将来展望が水道事業体毎に異

なることから、その調整については、非常に難易度の高い課題になるものと想定されます。 

 

（５）水質基準の順守・水の安定供給 
 
①水質基準の順守  

水源から給水栓までの水質が水道法に定められた水質基準を順守し、おいしい水を安定 

的に供給する必要があります。 

 

②維持管理と点検及び官民連携 

水道施設の機能を維持し、持続的な水道水の安定供給を行うためには、日常的な維持管 

理や点検・調査が必要不可欠です。 

本市では、漏水調査結果による早期発見及び修繕により、事故は小規模で、件数も比較

的少ない状態であるものの、より効率的な維持管理の実現、高い管理レベルを目指し、第

三者委託※や DB※、DBO※、PFI※などの官民連携手法導入についても検討する必要があり

ます。 
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【水道事業における官民連携手法】 

業務分類（手法）名 手法の概要 

一般的な業務委託 

・個別委託 

・包括委託 

施設設計、水質検査、施設保守点検、メーター検針、窓口

受付業務などを個別に委託するものが個別委託であり、そ

れらを広範囲に渡る複数業務を一括して委託するのが包括

委託である。 

・第三者委託 
浄水場の運転管理業務等の水道の管理に関する技術的な業

務について水道法上の責任を含めて委託したものである。 

・DB 
水道事業者が資金調達を負担し、施設の設計・建設を包括

的に委託したものである。 

・DBO DB に加え、運転管理も含めた包括的委託である。 

・PFI 

公共施設の設計・建設・維持管理・修繕等の業務全般を一

体的に行うものを対象とし、民間事業者の資金とノウハウ

を活用して包括的に実施する委託である。 

・公共施設等運営権方式 

PFI の一類型で、利用料金の徴収を行う水道施設について

水道施設の所有権を地方自治体が有したまま、民間事業者

に施設の運営を委ねる方式である。 

 

 

 

 

 

 

北黄金浄水場の集中管理所           北湯沢浄水場 

※ 
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第３章 将来の事業環境 

１ 外部環境 

（１）給水人口の推計 

給水区域内人口×給水普及率※により給水人口を推計した結果は次のとおりです。 

 

水道事業（伊達）は計画期間最終年度の令和 13（2031）年度では、給水人口は 26,382 

人となり、10年間で 2,000人程度の減少を予測しています。 

 

 

簡水事業（大滝）は計画期間最終年度である令和 13（2031）年度では、給水人口

は 72４人となり、1０年間で 30 人程度の減少を予測しています。 

 

※給水人口については「第２期伊達市まち･ひと･しごと創生人口ビジョン・総合戦略」に基づき予測しています。 
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（２）水需要の推計 

一日の有収水量、平均給水量、最大給水量の推計結果は次のとおりです。 

 

水道事業（伊達）は給水人口の減少に伴い家事用・家事用以外の給水量は減少傾向 

となり、大口利用者による給水量は不透明ではあるものの概ね横ばいで推移すると予

測したことから、全体的に給水量は減少する見通しです。 

 

 

簡水事業（大滝）は給水人口の減少に伴い家事用の給水量も減少傾向となり、家事 

用以外は概ね横ばいで推移すると予測したことから、全体的に給水量は緩やかに減少 

する見通しです。 
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（３）水源状況の変化 

 本市の河川表流水を利用した水源は、自然豊かな涵養林の中にあり、比較的、水質汚染を

心配する環境ではありません。 

また、地下水も質の高い水が確保できています。 

しかしながら昨今では、地球温暖化などの気候変動による台風の大型化や激しい短時間の

大雨、また少雨化や海水面上昇による淡水への海水侵入などから、表流水の高濁度※化や地表

土の浸透能力の変化などによる渇水のリスクが懸念されています。 

 

 

２ 内部環境 

（１）施設の老朽化 

①法定耐用年数・目標耐用年数 

法定耐用年数とは、地方公営企業法施行規則などで会計処理上の減価償却の期間を表し

たものであり、実際に使用可能な年数としての基準ではありません。そのため、全国的に

も減価償却期間としての法定耐用年数で更新を実施している事業者は少ない状況になっ

ています。 

 このため、本市では法定耐用年数よりも長期間使用することを前提に、施設の使用実績、

管路の重要性や管種による脆弱性などを勘案した上で、より現実的な実使用年数を施設使

用の目標として設定しています。 

 施設別の法定耐用年数及び目標耐用年数については、次ページにまとめています。 
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【法定耐用年数・目標耐用年数】 

施 設 分 類 
法  定 目  標 

耐用年数 耐用年数 

土 木 構造物、浄水施設 60 70 

建 築 
建物 

（鉄骨鉄筋コンクリート又は鉄筋コンクリート） 
50 70 

付帯施設 フェンス 10 20 

  門扉 15 30 

機 械 ポンプ設備 15 30 

  滅菌設備 10 25 

  薬品注入設備 7 15 

  膜ろ過設備 12 12 

  沈澱・ろ過池機械設備 20 30 

電気･計装 受変電・配電設備 20 40 

  非常用電源設備 20 40 

  流量計、水位計、水質計器 10 25 

  監視制御設備、伝送装置 9 23 

 

管 種 
法  定 目  標 

耐用年数 耐用年数 

鋳鉄管 40 50 

ダクタイル鋳鉄管（GX形、NS形） 40 80 

ダクタイル鋳鉄管（K形） 良地盤 40 70 

ダクタイル鋳鉄管（上記以外、A形、T形） 40 60 

鋼管（溶接継手） 40 70 

鋼管（溶接継手） 塗覆装 40 70 

鋼管（上記以外） 40 40 

ステンレス鋼管 40 70 

石綿セメント管 40 40 

硬質塩化ビニル管（RR ﾛﾝｸﾞ継手） 40 60 

硬質塩化ビニル管（RR継手） 40 50 

硬質塩化ビニル管（上記以外） 40 40 

ポリエチレン管（高密度 熱融着継手） 40 60 

アラミド外装ポリエチレン管 40 60 

ポリエチレン管（上記以外） 40 40 
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 ②施設 

  各施設の多くは建設から 40 年が経過し老朽化が進行しており、館山管理棟・配水池、

黄金浄水場及び本町浄水場は、本計画期間内に法定耐用年数である 60 年を超過します。 

施設の更新については、耐震性や重要度を踏まえて計画的に進めていく事が重要となり

ます。 

【各水系の主たる施設の経過年数（令和 2年度末現在）】 

事 業 水系名 施設名 竣工年度 経過年数 

水道事業 

（伊達） 

館山水系 
館山管理棟 

昭和 37年度 5９ 
館山配水池 

長和水系 
長和管理棟 

昭和 54年度 4２ 
長和配水池 

北黄金水系 

北黄金浄水場 
昭和 51年度 4５ 

  緩速ろ過池 

  配水池 昭和 52年度 4４ 

  沈澱池 昭和 55年度 4１ 

黄金水系 

黄金浄水場 

昭和 44年度 5２   緩速ろ過池 

  配水池 

北黄金・黄金水系 気仙川取水施設 平成 13～14 年度 1８～１９ 

簡水事業 

（大滝） 

本町水系 

本町浄水場 

昭和 45年度 50   緩速ろ過池 

  配水池 

優徳水系 

優徳浄水場 

昭和 54年度 41   緩速ろ過池 

  配水池 

北湯沢水系 
北湯沢浄水場 

昭和 48年度 47 
北湯沢配水池 

 

③機械・電気計装設備 

  機械・電気計装設備は、故障部品の交換や予防保全的な修繕を行いながら使用していま

す。 

しかし、これらの部品は寿命が短く、新たな製品に置き換わるサイクルも早いため、故 

障時には全面的な交換が必要となるケースもあり、施設全体の機能停止を招く恐れがある 

ことから、計画的に更新を進めていく必要があります。 
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④管路（導水管・送水管・配水管） 

  法定耐用年数である 40 年を経過している割合は水道事業（伊達）で 20．31％、簡水

事業（大滝）で 17．28％となっており、今後も増加していくことから、重要度の高い管

路を中心とした管路更新を進めていく必要があります。 

  

 

（２）資金確保 

 人口減少に伴う料金収入の減少が避けられない中、更新需要に基づいた施設や管路の更新

や耐震化などを進めた場合、財政の収支バランスが崩れて厳しい経営環境となることから、 

資金を確保できるような経営面での対策が必要となります。 

 また、企業債の借入については、依存度が高くならないよう計画的な借入を行っていく必

要があります。 

 

（３）職員の確保 

今後の水道事業は、管路や施設の延命化や更新だけでなく耐震化など、これまで以上に職

員一人当たりの業務量が増加していくことが想定されることから、業務の効率化を図るため、

広域化や官民連携の検討を行う必要があります。 

また、経験豊富な職員の退職や、職員の若年化により、知識や技術の継承が課題となって

くることから、各種研修会への積極的な参加や人材育成プログラムの構築、業務のマニュア

ル化などを進めていくことが重要となります。 
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第４章 基本理念・理想像・施策 

１ 基本理念 

伊達市では、安心・安全に飲める水を安定供給しながら、経営基盤を強化し、ライフライ

ンとしての役割を一層充実させるため「人と自然にやさしい水道」を基本理念として水道事

業の運営に取り組んできました。 

今後もこの方針を継続しつつ、国の新水道ビジョンに掲げられている基本理念「地域とと

もに、信頼を未来につなぐ日本の水道」を踏まえ、本市の新しい基本理念を次のように定め

ます。 

 

 

 

 

 

２ 理想像 

基本理念に掲げた「安全安心な水を次世代へ」や、国の新水道ビジョンで示された水道の

理想像である「時代や環境の変化に対し的確に対応しつつ、水質基準に適合した水が、必要

な量、いつでも、どこでも、誰でも、合理的な対価をもって、持続的に受け取ることが可能

な水道」を具現化するため、「持続」「安全」「強靭」の3つの観点から理想像を設定し、現

状や課題を踏まえた基本施策を基に水道事業経営を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『安全安心な水を次世代へ』 

・安心して飲める 

おいしい水の確保 

理想像 

基本理念 

持 続 

安 全 

・健全で持続可能な事業運営 

強 靭 

・災害に強い水道システムの構築 
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３ 基本施策の概要 

（1）持続『健全で持続可能な事業運営』 

 水道施設の老朽化や人口減少などの社会的背景の中でも、水道事業の持続性を確保するた

めに財政基盤の強化や人材の確保に努めます。そのためには、水道施設の更新にあたって、

優先順位や施設の規模を縮小するダウンサイジングについても検討し、運営方針を決定して

いきます。 

 

 

（２）安全『安心して飲めるおいしい水の確保』 

 良好な水源を確保・保全し、水源に応じた水道施設の整備と浄水処理における水質管理を 

徹底し、おいしい水の安定供給に努めます。また、利用者の安心を得られるよう、水質等の 

情報の公開や周知を継続して行います。 

 

 

（３）強靭『災害に強い水道システムの構築』 

 大規模地震やその他の自然災害が発生しても、必要最低限の水の供給を確保するため、利 

用者の理解を得ながら水道施設の強化を行います。さらに、災害時の人員体制を強化すると 

ともに、平常時から水道用資機材の確保に努めます。 

 

『持続』の施策 

 財政状況の把握と健全経営              【水道】【簡水】 

 水道事業との統合を検討               【簡水】 

 漏水量の低減                    【水道】【簡水】 

 技術継承のシステムづくり （人員確保）       【水道】【簡水】 

 官民連携・広域連携の検討              【水道】【簡水】 

『安全』の施策 

 水質基準の順守                   【水道】【簡水】 

 おいしい水の安定供給                【水道】【簡水】 

 安全性に対する積極的な情報公開           【水道】【簡水】 

『強靭』の施策 

 施設・管路の耐震化整備・検討            【水道】【簡水】 

 老朽施設の更新                   【水道】【簡水】 

 危機管理体制の強化                 【水道】【簡水】 
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第５章 計画期間における具体的な取組 

１ 具体的な取組 

（１）健全で持続可能な事業運営 

『健全で持続可能な事業運営』を目標とし、経営の安定化を目指すための計画作成や官民

連携の検討を行い、経営の充実を図ります。 

 

 ①財政状況の把握と健全経営 

  人口減少に伴って料金収入の減少が想定されることから、中長期的には厳しい財政状況 

 となることが見込まれます。 

  このため、費用の削減や収納率の向上など一層の効率化に取り組むことは当然ですが、 

 必要に応じて水道料金の見直しも検討する必要があることから、財政状況の把握と健全経 

営を図るため、次に掲げる方策の実現に向けて取り組んでいきます。 

 

  １）経営戦略の進捗管理・財政計画の見直し 

   計画に対する取組の状況や収支実績の検証を行うなどPDCAサイクル※による経営戦 

略の進捗状況や財政計画の見直しにより、安定的な事業の運営を行い、経常収支比率 

100％の維持に努めます。 

 

  ２）事業投資の効率化 

   水道の維持管理には、多額の投資を必要としますが、事業を運営するにあたっては、 

事業投資を効率的かつ効果的に行う必要があります。 

このため、水需要量の変動を考慮した費用対効果の分析を行い、ダウンサイジングな 

ども含めた事業投資の効率化に努めます。 

 

  ３）適正な水道料金水準の検討 

   財務体質の強化を図るため、これまで以上の経費縮減や収納率の向上に取り組みます 

が、使用水量の動向に留意しながら、料金体系（基本料金・超過料金）のあり方や、安 

定的な料金水準についても必要に応じて検討します。 

 

②水道事業（伊達）との統合を検討 

簡水事業（大滝）については、一般会計からの繰入金により収支均衡を図っている状況 

のため、経営安定化を目的として水道事業（伊達）との統合を検討します。 

 

 ③漏水量の低減 

水源水量の安定化や水供給に必要な施設の効率的使用、使用電力量の減少による省エネ 

ルギー対策を実現するために、積極的に漏水調査を実施し、漏水量の低減に努めます。 
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 ④技術継承のシステムづくり（人員確保） 

職員の経験年数が少ないことから、将来を見据えた知識や技術・管理方法などの継承を 

計画的に行う必要があります。 

今後、限られた職員数で安定的に事業を継続していくため、これまで培ってきた職員の 

知識・技術などをマニュアル化し、内部研修の充実及び外部研修への参加を図ります。 

 

 ⑤官民連携・広域連携の検討 

事業を進める上で官民連携による効果が期待される場合は、その導入及び手法について 

検討します。 

また、広域化により経営基盤の強化などの効果が期待できることから、広域連携の推進 

役である北海道や近隣事業体との連携を図るため、意見交換会などへ積極的に参加し、連 

携可能な取組の検討を行います。 

 

（２）安心して飲めるおいしい水の確保 

『安心して飲めるおいしい水の確保』を目標とし、水質基準の順守や水質に対するリスク 

の把握に努めながら水の提供を行います。 

 

①水質基準の順守 

 １）水質検査計画と精度管理 

毎年策定する水質検査計画書に基づき、水源における原水水質及び給水栓における浄 

  水水質が水道法で定められた水質基準値を満たしていることを確認します。 

また、水質検査の精度管理も継続して行います。 

 

  ２）水質に対するリスク把握と適切な監視 

クリプトスポリジウム※などの原虫や細菌類等の発生、台風や短時間大雨による濁度 

上昇など、水質に対するリスクの把握及び適切な監視を継続して行います。 

 

②おいしい水の安定確保 

 水の味は、水温やミネラル分等により味の感じ方に個人差がありますが、厚生労働省の 

おいしい水研究会による「おいしい水の要件」によりますと、残留塩素濃度は 0.4mg/ℓ 

以下が望ましいとされています。 

本市の令和２（2020）年度水質検査での平均残留塩素濃度は、水道事業（伊達）で 

0.24mg/ℓ、簡水事業（大滝）で 0.26mg/ℓとなっており、その基準を満たしているこ 

とから、引き続き、おいしい水の提供を行います。 
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③安全性に対する積極的な情報公開 

  １）ホームページを活用した情報発信 

本市では、市のホームページによる情報発信を広報のベースとしており、市民を始め 

事業者など様々な方々を対象に、水道施設の概要、各種計画や取組、水質検査の結果な 

どの情報を掲載していますが、緊急時のFacebook 活用も含め、今後も積極的な情報発 

信を行います。 

 

 
水質検査結果の掲載例 

 

２）水道施設の見学 

 水づくりの過程を体験し、伊達市の水道事業について学ぶことを目的として、浄水場 

を活用した施設見学や実験などを行っています。 

 水道に関する理解と関心を深めるとともに、水道水の安全・安心を再確認していただ 

く機会の確保のため、今後も継続して取り組んでいきます。 

 

３）パンフレット類の発行 

安全で良質な水道水を作るための取り組みについて記載した「伊達市の水道パンフレ

ット」や「水道のしおり」を継続して作成し、配布や市のホームページに掲載するなど

情報発信に努めます。 

 

      
伊達市の水道パンフレット      水道のしおり 

単位 単位

1 一般細菌 個/mℓ 100 個/mℓ以下 0 0 0 0 一般細菌 個/mℓ 100 個/mℓ以下 0 0 0

2 大腸菌 - 大腸菌 -

7 ヒ素及びその化合物 mg/ℓ 0.01 mg/ℓ以下 0.004 0.001 0.001 未満 0.001 未満 六価クロム化合物 mg/ℓ 0.02 mg/ℓ以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満

8 六価クロム化合物 mg/ℓ 0.02 mg/ℓ以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 亜硝酸態窒素 mg/ℓ 0.04 mg/ℓ以下 0.004 未満 0.004 未満 0.004 未満

9 亜硝酸態窒素 mg/ℓ 0.04 mg/ℓ以下 0.004 未満 0.004 未満 0.004 未満 0.004 未満 シアン化物イオン及び塩化シアン mg/ℓ 0.01 mg/ℓ以下 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満

10 シアン化物イオン及び塩化シアン mg/ℓ 0.01 mg/ℓ以下 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 ホウ素及びその化合物 mg/ℓ 1.0 mg/ℓ以下 0.1 未満 0.1 未満 0.1 未満

11 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 mg/ℓ 10 mg/ℓ以下 0.1 1.5 0.5 0.4 1,4-ジオキサン mg/ℓ 0.05 mg/ℓ以下 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満

12 フッ素及びその化合物 mg/ℓ 0.8 mg/ℓ以下 0.31 0.06 0.05 未満 0.05 未満 塩素酸 mg/ℓ 0.6 mg/ℓ以下 0.06 未満 0.06 未満 0.06

21 塩素酸 mg/ℓ 0.6 mg/ℓ以下 0.06 未満 0.06 未満 0.06 未満 0.06 未満 クロロ酢酸 mg/ℓ 0.02 mg/ℓ以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満

22 クロロ酢酸 mg/ℓ 0.02 mg/ℓ以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 クロロホルム mg/ℓ 0.06 mg/ℓ以下 0.016 0.013 0.014

23 クロロホルム mg/ℓ 0.06 mg/ℓ以下 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 ジクロロ酢酸 mg/ℓ 0.03 mg/ℓ以下 0.018 0.018 0.016

24 ジクロロ酢酸 mg/ℓ 0.03 mg/ℓ以下 0.003 未満 0.003 未満 0.003 未満 0.003 未満 ジブロモクロロメタン mg/ℓ 0.1 mg/ℓ以下 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満

25 ジブロモクロロメタン mg/ℓ 0.1 mg/ℓ以下 0.001 未満 0.001 未満 0.004 0.002 臭素酸 mg/ℓ 0.01 mg/ℓ以下 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満

26 臭素酸 mg/ℓ 0.01 mg/ℓ以下 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 総トリハロメタン mg/ℓ 0.1 mg/ℓ以下 0.019 0.015 0.017

27 総トリハロメタン mg/ℓ 0.1 mg/ℓ以下 0.001 0.001 未満 0.007 0.005 トリクロロ酢酸 mg/ℓ 0.03 mg/ℓ以下 0.017 0.017 0.016

28 トリクロロ酢酸 mg/ℓ 0.03 mg/ℓ以下 0.003 未満 0.003 未満 0.003 未満 0.003 未満 ブロモジクロロメタン mg/ℓ 0.03 mg/ℓ以下 0.003 0.002 0.003

29 ブロモジクロロメタン mg/ℓ 0.03 mg/ℓ以下 0.001 未満 0.001 未満 0.003 0.002 ブロモホルム mg/ℓ 0.09 mg/ℓ以下 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満

30 ブロモホルム mg/ℓ 0.09 mg/ℓ以下 0.001 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 ホルムアルデヒド mg/ℓ 0.08 mg/ℓ以下 0.008 未満 0.008 未満 0.008 未満

31 ホルムアルデヒド mg/ℓ 0.08 mg/ℓ以下 0.008 未満 0.008 未満 0.008 未満 0.008 未満 アルミニウム及びその化合物 mg/ℓ 0.2 mg/ℓ以下 0.02 未満 0.02 未満 0.14

38 塩化物イオン mg/ℓ 200 mg/ℓ以下 22 9.8 8.4 7.6 塩化物イオン mg/ℓ 200 mg/ℓ以下 3.9 4.0 13

39 カルシウム、マグネシウム等（硬度） mg/ℓ 300 mg/ℓ以下 100 74 38 36 カルシウム、マグネシウム等（硬度） mg/ℓ 300 mg/ℓ以下 13 14 16

40 蒸発残留物 mg/ℓ 500 mg/ℓ以下 200 140 83 80 蒸発残留物 mg/ℓ 500 mg/ℓ以下 47 46 68

46 有機物（全有機炭素（TOC）の量） mg/ℓ 3 mg/ℓ以下 0.3 未満 0.3 未満 0.3 未満 0.3 未満 有機物質（全有機炭素（TOC）の量） mg/ℓ 3 mg/ℓ以下 1.4 1.3

47 ＰＨ値 - 7.8 7.8 7.7 7.4 ＰＨ値 - 7.1 7.2 7.3

48 味 - 味 -

49 臭気 - 臭気 -

50 色度 度 5 度以下 0.5 未満 0.5 未満 0.5 未満 0.5 未満 色度 度 5 度以下 3.6 2.6 1.0

51 濁度 度 2 度以下 0.1 未満 0.1 未満 0.1 未満 0.1 未満 濁度 度 2 度以下 0.1 未満 0.1 未満 0.1

残留塩素 mg/ℓ 0.1 以上 0.18 0.18 0.27 0.20 残留塩素 mg/ℓ 0.1 0.2 0.3

水温 度 13.0 度 12.0 度 11.0 度 10.5 度 水温 度 11.3 度 11.5 度 13.9 度

異常でないこと 異常なし 異常なし 異常なし 異常なし

令和３年５月　上水道水質検査結果（定期検査）

№ 項目 基準値（Mg/L）

長和水系 館山水系 北黄金水系 黄金水系

令和3年5月10日 令和3年5月10日 令和3年5月10日 令和3年5月10日

5.8以上8.6以下

異常でないこと 異常なし 異常なし 異常なし 異常なし

白鳥ポンプ所 市役所本庁舎 末永中継ポンプ所 南黄金町107番地14

検出されないこと 不検出 不検出 不検出 不検出

異常でないこと 異常なし 異常なし 異常なし

0.1以上

5.8以上8.6以下

異常でないこと 異常なし 異常なし 異常なし

検出されないこと 不検出 不検出 不検出

0.8

令和３年６月　簡易水道水質検査結果（定期検査）

項目 基準値（Mg/L）

本町水系 優徳水系 北湯沢水系

令和3年6月7日 令和3年6月7日 令和3年6月7日

大滝総合支所 中継ポンプ場 第一源泉内給水栓
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（３）災害に強い水道システムの構築 

『災害に強い水道システムの構築』を目標とし、水道施設の耐震化や老朽施設の更新を進 

めるとともに、危機管理体制の強化を図ります。 

 

①施設・管路の耐震化整備・検討 

水道事業（伊達）では、施設の耐震化の方向性を決定するために耐震性を簡易的に評価

する耐震 1 次診断調査等の実施結果と施設の規模から、北黄金浄水場の緩速ろ過池を優先

的に整備することを決定しました。 

令和３（2021）年度は、詳細な耐震診断※を実施中であり、令和 4（2022）年度以降

に基本設計及び実施設計、その後に耐震補強を含めた改修工事を計画しており、その後、 

北黄金配水池、館山配水池、長和配水池の耐震補強も順次実施する計画です。 

また、管路については、重要度の高い導水管・送水管・幹線配水管（φ150mm 以上）

の耐震化を優先的に行い、ダクタイル鋳鉄管とポリエチレン管の割合を現状の 68.2％から

72.9％になるよう計画的に更新を進めます。 

簡水事業（大滝）については、本計画期間での施設の耐震化は予定していませんが、管

路については令和 12（2030）年度から更新と併せて耐震化を進めます。  

 

②老朽施設の更新 

水道事業（伊達）では、平成 23（2011）年度のアセットマネジメント※検討結果及び

平成 25（2013）年度に策定した「伊達市上水道施設更新基本計画」を反映して作成し

た建設投資額と財政収支見通しに基づき、水道施設の老朽度や耐震性、重要度などから、

施設や管路などを計画的に更新を進めます。 

また、日常的な事故防止の観点から、目標耐用年数を超過する前でも、老朽化の進行が

見られる施設を更新するほか、施設規模の適正化や省エネルギー型・高効率型の機械設備

の導入、ポンプのインバーター化などによる省エネルギー対策も検討します。 

簡水事業（大滝）については、目標耐用年数を超過した機械設備を優先的に更新を進め

ます。 

 

③危機管理体制の強化 

大規模な地震や集中豪雨などの災害、水質事故や施設事故に対応するために策定してい

る『危機管理マニュアル』を活用し、応急給水・応急復旧※対策を確実かつ迅速に進めら

れるよう訓練し、必要な人員・備蓄の確保に努めます。 

「日本水道協会北海道地方支部災害時相互応援協定」や「大規模災害時における水道

の応急活動に関する協定」なども必要に応じて活用し、早期に復旧できる体制づくりに

努めるとともに定期的な訓練の実施だけでなく、他団体で実施する訓練への積極的参加

に努めます。 

また、新型インフルエンザ感染症などにより職員数が減少した場合でも、給水を継続

するための業務体制を整えます。 
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（４）まとめ 

持 続 
理想像：健全で持続可能な事業運営 

課 題 施 策 具体的な取組 
・将来を見通した事業計画及び 

収支計画 

・財政状況の把握と健全経営 ・経営戦略の進捗状況及び財政計画の

見直し 

・ダウンサイジングなども含めた事業

投資の効率化 

・適正な水道料金水準の検討 

・事業統合の検討 ・水道事業との統合を検討 ・簡水事業（大滝）の経営安定化を目 

的とした水道事業（伊達）との統合 

を検討 

・漏水量の低減 ・漏水量の低減 ・積極的に漏水調査を実施し、漏水箇 

所の早期発見・修繕に努める 

・人員確保と技術の継承 ・技術継承のシステムづくり

（人員確保） 

・知識や技術のマニュアル化、内部研 

修の充実や外部研修への参加 

・官民連携の導入及び手法の検討 ・官民連携・広域連携の検討 ・官民連携や水道広域化による経営基 

盤強化に効果が期待できるのか検討 

         
         

安 全 
理想像：安心して飲めるおいしい水の確保 

課 題 施 策 具体的な取組 
・水源状況の変化 

・高濁度への対策 

・水源水質の監視強化 

・水源涵養林の保全 

・水道システムにおけるリスク対策 

・水質基準の順守 ・水質検査計画に基づいた検査精度の 

維持 

・水質に対するリスク把握と適切な 

監視 

・おいしい水の安定供給 ・厚労省のおいしい水研究会による「お

いしい水の要件」の維持 

・安全性に対する積極的な 

情報公開 

・ホームページを活用した情報発信 

・水道施設の見学 

・パンフレット類の発行 

         
         

強 靭 
理想像：災害に強い水道システムの構築 

課 題 施 策 具体的な取組 
・施設・管路の耐震化及びバックア 

ップ体制 

・施設・管路の耐震化整備・ 

検討 

・施設の計画的な耐震化及び老朽管路

の更新に併せた耐震化 

・老朽化設備・管路の計画的な更新 ・老朽施設の更新 ・目標耐用年数を基準とした計画的な 

老朽施設の更新 

・災害への備え（防災マニュアルの 

充実） 

・応援協力体制の継続と強化 

・危機管理体制の強化 ・危機管理マニュアルや災害時協定を 

活用した定期的な訓練の実施 

・他団体で実施する訓練へ積極的に参 

 加 
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２ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関連 

持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）とは、平成 27（2015）

年 9 月の国連サミットで採択されたもので、国連加盟 193 か国により、平成 28（2016）

年から令和 12（2030）年の 15 年間で達成するための国際目標として、「誰一人取り残さ

ない（Leave No One Behind）持続可能な社会の実現を目指すために、17のゴール（目

標）と 169のターゲット（達成基準）が定められています。 

【SDGｓ 17のゴール（目標）】 
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 SDGs に掲げたゴール（目標）及びターゲット（達成基準）のうち、本市水道事業の具体

的な取り組みとの関連は次表のとおりです。 

【SDGs と本市における具体的な実現方策】 

ＳＤＧs 
本市の具体的な取組 

ゴール ターゲット 

健康・保険 

 

3.9 令和 12（2030）年までに、

有害化学物質、ならびに大気、水質

及び土壌の汚染による死亡及び疾

病の件数を大幅に減少させる。 

（２）安心して飲めるおいしい水の確保 

①水質基準の順守 

②おいしい水の安定確保 

水・衛生 

 

6.1 令和 12（2030）年までに、

すべての人々の、安全で安価な飲料

水の普遍的かつ平等なアクセスを

達成する。 

（２）安心して飲めるおいしい水の確保 

①水質基準の順守 

②おいしい水の安定確保 

6.ｂ 水と衛生に関わる分野の管

理向上への地域コミュニティの参

加を支援・強化する。 

（２）安心して飲めるおいしい水の確保 

③安全性に対する積極的な情報公開 

インフラ・ 

産業化・ 

イノベーション 

 

9.1 すべての人々に安価で公平な

アクセスに重点を置いた経済発展

と人間の福祉を支援するために、地

域・越境インフラを含む質の高い、

信頼でき、持続可能かつ強靱（レジ

リエント）なインフラを開発する。 

（３）災害に強い水道システムの構築 

①施設・管路の耐震化整備・検討 

②老朽施設の更新 

③危機管理体制の強化 
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第６章 投資・財政計画 

１ 投資・財政計画（収支計画） 

投資、財政計画は、本ビジョンに掲げる基本理念、基本方針をもとに展開する具体的な施

策を実現するために必要となる「資産」と「財源」の見通しを示した計画です。 

投資・財政計画（収支計画）の前提条件の概要は次のとおりです。 

 

 

 

前提条件 

 
水道事業（伊達） 簡水事業（大滝） 

収
益
的
収
支 

収
入 

料金収入 

過年度収入に対して人口減少率により算定 

※家事用以外や大口利用者における収入については、人口減少

率ではなく別途予測値で算定 

受託工事収益  
過年度の実績値の平均値が一

定に推移するものとして算定 
計上していない 

その他営業収益 過年度の実績値に増加分を加えて算定 

補助金 
令和 3（2021）年度以降は見

込んでいない 
収益的収支の不足額分を計上 

長期前受金戻入 過年度の実績値を踏まえて算定 

その他営業外収益 
過年度の実績値の平均値が一

定に推移するものとして算定 

繰出基準に基づく利息償還分

に雑収益等を加えて算定 

支
出 

職員給与費 現状の職員数を維持するものとして算定 

経費（動力費、 

修繕費、材料費） 
過年度の実績値を踏まえて算定 

経費（その他） 過年度の実績値を踏まえて算定 

減価償却費 投資計画を踏まえて算定 

支払利息 

既発債：年度別償還予定額による 

新発債：半年賦元利均等償還・15 年償還・年利率 0.2％で算

定 

その他営業外費用 過年度の実績値を踏まえて算定 

資
本
的
収
支 

収
入 

企業債 
一般配水管設備費の３割程度

として算定 
起債対象事業費から算定 

工事負担金 
過年度の実績値の平均値が一

定に推移するものとして算定 
計上していない 

その他 
令和 4（202２）年度度以降は

見込んでいない 
計上していない 

支
出 

建設改良費 更新計画に基づき算定 

企業債償還金 償還期間に基づき算定 
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２ 投資計画の見通し 

（１）建設改良費 

 老朽化施設の更新や耐震化に当たっては、維持・補修により延命化を図りながら、目標耐

用年数を基準に重要度や老朽度から優先順位を決定して計画的に更新・改築を進めます。 

 今後 10年間の投資額の見通しは「施設整備・管路更新計画」のとおりです。 

 

①施設の耐震化 

水道事業（伊達）は給水量が最大の北黄金浄水場の耐震化を優先し、令和6（2024） 

年度にろ過池、令和10（2028）年度から配水池の耐震化工事を実施します。 

簡水事業（大滝）については、老朽化した機械・電気計装設備の更新を優先し、その後、 

耐震化を進めます。 

【水道事業（伊達）の主要施設簡易耐震診断結果】 

水 系 施設名 
竣工 

年度 

経過 

年数 
耐震性 

改修の 

優先度 

館山水系 館山配水池 Ｓ37 59 低 ○ 

長和水系 長和配水池 Ｓ54 42 低 ○ 

北黄金水系 北黄金浄水場 

緩速ろ過池 Ｓ51 45 低 ◎ 

配水池 Ｓ52 44 低 ○ 

沈澱池 Ｓ55 41 中  

黄金水系 黄金浄水場 
緩速ろ過池 Ｓ44 52 中  

配水池 Ｓ44 52 中  
※令和３（20２１）年度末を基準に年数を算定 
※平成25（2013）年度実施「水道施設機能診断の手引き」による簡易耐震診断結果 

 

②老朽化施設の更新 

老朽管について、水道事業（伊達）は、重要度が高い導水管、送水管、幹線配水管（φ

150mm 以上）から計画的に更新し、簡水事業（大滝）については、老朽化した機械・電

気計装設備の更新を優先し、その後、耐震化も含めた管路の更新を進めます。 

機械・電気計装設備については、重要度や老朽度から判断し計画的に更新を進めます。

また、目標耐用年数を経過する前の機器類でも、不具合が頻発する場合は更新対象に含 

めます。 

【水道事業（伊達）の管種別延長等（令和２年度末）】 

名 称 延 長 
法定耐用年数 

経 過 管延 長 
経過割合 

導水管 11,883ｍ 8,209ｍ 69.1％ 

送水管 701ｍ 345ｍ 87.0％ 

配水管 

（φ１５０mm以上） 

228,043ｍ 

（74,484ｍ） 

31,213ｍ 

（16,851ｍ） 

21.3％ 

（43.6％） 

合計 240,627ｍ 35,764ｍ 23.9％ 
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③その他 

 水道メーターは計量法施行令により 8年ごとに交換しなければならないため、交換用及

び新設用の水道メーター購入費用を計上しています。 

 また、車両やOA機器などの備品の購入費用も見込んでいます。 
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Ⅰ.北黄金水系施設

土木
機械

電気 71,890

土木 440,627
機械 86,900

電気
土木 106,700

機械 12,740
Ⅱ.黄金水系施設

土木
機械 0

電気

Ⅲ.館山水系施設
土木

機械
電気 27,560

土木 22,000 30,800
機械 0

電気 4,680

土木
機械 0

電気
Ⅳ.長和水系施設

土木
機械

電気 19,370

土木
機械

電気 25,740
土木

機械 0
電気

φ50

φ75
φ100

φ150
φ200

φ250

φ300
φ350

φ400
委託費

25,090

8,580

8,580

86,900

8,800

29,640

13,260

4,680

4,810

2,860

9,100

12,740

14,560

132,000 132,000

172,890

30,000

67,500

29,500

12,000

139,000

178,160

29,500

39,390

21,970 21,970

（単位：千円）

施　設 工種分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 小　　計令和12年度 令和13年度

浄水施設

22,627

41,800 41,800

緩速ろ過池

配水池

22,000

配水施設

取水ポンプ所3号井

171,390 188,070 108,870 84,700 76,120

浄水施設
14,300

28,600

17,160

17,160

970,477

浄水施設

取水ポンプ所1号井

取水ポンプ所3号井

施設小計 52,267 44,750 171,260 33,890 39,160

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 小　　計管　　路 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和12年度 令和13年度

0

0

73,80030,000

41,800 47,800 17,500

13,800

45,600
67,500

41,600 7,000

1,120,300

120,00012,000

139,000

59,000

139,800

98,300 663,800

140,200 140,900

12,000 12,000

14,400

111,400 61,900

13,300

17,000 80,400
12,000 12,000 12,000

145,400

12,000 12,000 12,000

132,000

11,000
23,100

98,200 98,300 98,300

48,600

135,000
152,700

2,090,777

配水池

311,190 327,770 248,670 224,200 215,920合　　　計 192,867 184,950 312,160

139,800 139,700 139,800 139,500管路小計 140,600

29,500 29,500 29,200 29,500

水道事業（伊達） 施設整備・管路更新計画（上：施設、下：管路） 
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施 設 工事等内容 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 合　計

浄水場  計装盤・動力盤等更新 40,766 40,766

浄水場 緩速ろ過流量調節器 5,247 5,247

中継ポンプ場 圧力ポンプ更新工事 4,620 4,620

浄水場  浄水残留塩素計更新 2,200 2,200

 逆洗ポンプ更新 880 880

 膜ろ過装置更新 8,800 8,800 17,600

 取水流量計更新 1,540 1,540 3,080

 配水流量計更新 1,221 1,221

大滝総合支所  中央監視装置更新 23,870 23,870

9,867 23,870 40,766 8,800 8,800 1,540 1,540 1,221 3,080 0 99,484

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 合　計

5,000 6,000 11,000

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 5,000 6,000 11,000

9,867 23,870 40,766 8,800 8,800 1,540 1,540 1,221 8,080 6,000 110,484

（単位：千円）

施設小計

管　路

管路小計

合　　計

Ⅰ.本町水系施設

Ⅱ.優徳水系施設

Ⅲ.北湯沢水系施設

Ⅳ.その他

φ50㎜

φ75㎜

φ150㎜

簡水事業（大滝） 施設整備・管路更新計画（上：施設、下：管路） 
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（２）建設改良費以外の経費 

①企業債償還金 

  令和２（2020）年度までに借り入れた企業債償還金については、各年度の償還予定額 

を、令和３（2021）年度以降は、借入見込額から算出した各年度の償還見込額を積み上 

げています。 

  なお、借入見込額の算出方法は、次のとおりです。 

償還方法 償還期間 利 率 

半年賦元利均等償還 １５年 0.2% 
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３ 投資以外の経費 

 投資以外の経費は、収益的支出に計上しています。 

（１）営業費用※ 

①職員給与費 

 現在の職員数９名を維持するものとして計上しています。 

 

②動力費 

 浄水場や配水池にあるポンプ稼働のための電気料で、ポンプの稼働状況により変動する 

ことから過去の実績を基に計上しています。 

 

③修繕費 

 浄水場や配水池の機械・電気計装・ポンプ設備の修繕や、配水管漏水修繕、水道メータ 

―の修繕に係る費用を過去の実績を基に計上しています。 

 

④委託料 

 令和３（2021）年度までの実績を基に、労務単価の上昇などを考慮し計上しています。 

予定業務委託 内 容 該当事業 

水道施設維持管理業務 
浄水施設や配水施設での運転操作、監

視及び日常的な保守・点検業務など 

水道事業（伊達） 

簡水事業（大滝） 

水質検査業務 
毎月実施する基本項目の水質検査や、

年１回実施する全項目の水質検査など 

水道事業（伊達） 

簡水事業（大滝） 

設備点検業務 浄水施設や配水の設備点検 
水道事業（伊達） 

簡水事業（大滝） 

施設清掃等業務 取水施設や浄水設備の清掃 
水道事業（伊達） 

簡水事業（大滝） 

電気工作物点検業務 電気工作物（受電設備）の保守・点検 
水道事業（伊達） 

簡水事業（大滝） 

休日待機業務 
土日祝日等における給配水管事故に対

応するための待機業務 
水道事業（伊達） 

検針業務 

メーター検針業務 

※水道事業（伊達）は会計年度任用職

員が実施 

簡水事業（大滝） 

 

⑤その他の経費 

 事務的な経費について、過去の実績を基に計上しています。 

 

⑥減価償却費 

 令和２（2020）年度末時点で固定資産台帳に登録されている償却資産と、今後の更新 

等により取得する償却資産に係る減価償却費を計上しています。 

また、施設の更新等に伴い撤去される資産に係る資産減耗費も含めて計上しています。 
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（２）営業外費用※ 

①支払利息 

 既発債分は各年度の支払い予定額を、新発債分は企業債償還金の借入見込額を基に算出 

した各年度の支払予定額を積み上げて計上しています。 
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４ 資本的収入 

（１）企業債 

建設改良事業の財源で、水道事業（伊達）については、一般配水管整備費の３割を目安に

借入としていますが、令和 6（2024）年度から 9（2027）年度までは、緩速ろ過池等の

耐震化工事に伴い借入額の増加を予定しています。このため、一時的に残高は増加するもの

の、その他の期間では償還額が借入額を上回るため、残高は減少する見通しです。 

簡水事業（大滝）については、令和 5（2023）年度と令和６（2024）年度の施設更新

の際に借入を予定していますが、その他の期間での借入予定がないことや、既発債が償還の

終期を迎えることから、借入残高は減少する見通しです。 

【企業債の償還額と残高の見通し】 

〈水道事業（伊達）〉                          （単位：千円） 

 
 

〈簡水事業（大滝）〉                          （単位：千円） 

 
 

  
 

（２）他会計出資金 

①他会計出資金 

 簡水事業（大滝）は、総務省が示す繰出基準に定める一般会計が負担すべき経費は、前 

年度までに実施した建設改良に係る企業債元利償還金の２分の１となっていることから基 

準に沿って算出し、計上しています。 

 水道事業（伊達）は、計上していません。 

 

 

年　度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

借入額 50,000 50,000 50,000 50,000 150,000 150,000 150,000 100,000 50,000 50,000 50,000 50,000

償還額 46,322 50,277 51,574 53,255 55,120 63,731 72,651 81,359 86,503 91,725 90,476 95,763

残　高 560,766 560,489 558,915 555,660 650,540 736,809 814,158 832,799 796,296 754,571 714,095 668,332

年　度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

借入額 0 0 0 23,000 40,000 0 0 0 0 0 0 0

償還額 37,247 33,460 34,257 35,079 37,435 38,604 19,514 9,415 8,972 9,072 9,173 9,277

残　高 257,840 224,380 190,123 178,044 180,609 142,005 122,491 113,076 104,104 95,032 85,859 76,582

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10R11R12R13

水道事業（伊達） （千円）

借入額 償還額 残 高

0

100,000

200,000

300,000

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10R11R12R13

簡水事業（大滝） （千円）

借入額 償還額 残 高
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５ 収益的収入 

（１）営業収益※ 

①水道料金収入 

水道事業（伊達）は令和2（2020）年度における料金収入は、前年と比較してほぼ横 

ばいの5億1，275万9千円となりました。 

 今後の料金収入は、給水人口、水需要の将来予測により、収入全体の約8割を占める家 

事用、家事用以外は横ばいで推移するとした結果、令和13（2031）年度では４億５， 

４７５万８千円で約5,８00万円減少すると予測しています。 

 

 

  簡水事業（大滝）は、水道事業（伊達）との料金統一に伴う料金収入の増加により、経

営基盤の強化が図られました。 

今後の料金収入は、給水人口、水需要の将来予測により、収入全体の約８割を占める家

事用以外は概ね横ばいで、家事用は減少するとした結果、令和13（2031）年度では 

３，８９９万５千円で、約３００万円減少すると予測しています。

 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

600,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

（千円） 家事用 家事用外 北電 浴場用 合計

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

（千円） 家事用 家事用以外 浴場用 合計

42,119 

（消費税抜き） 

38,995 

（消費税抜き） 
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 ②その他 

  料金収入以外に見込まれる収入について、直近の実績等から所要額を計上します。 

収入名称 説 明 

設計審査手数料 給水装置工事を施工する場合の設計審査・工事検査の手数料 

 

（２）営業外収益※ 

 ①他会計補助金 

  簡水事業（大滝）については、総務省が示す操出基準に定める一般会計が負担すべき経 

費以外に、収支均衡を図るための所要額を一般会計からの基準外繰入分として計上しまし 

た。 

  水道事業（伊達）は、計上していません。 
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６ 投資・財政計画の概略 

（１）水道事業（伊達） 

 ①収益的収支 

  給水収益に関しては、人口と比例して減少していく見込みとなっていますが、計画期間 

中は黒字経営を維持できる見通しとなっています。 

  令和６（2024）年度から減価償却費が増加していくものの、施設等の更新工事を行う 

ことで動力費や修繕費の削減に繋がると見込んでいますが、純利益は減少していくため、

効率的な運営による経費節減に努め、良好な経営状態の維持を目指します。 

  なお、計画期間中は資金不足が生じていないことから、現行の水道料金基準により経営 

 を維持できる見込みとなっています。 

 

②資本的収支 

 本計画期間では、老朽化施設の更新や耐震化を進めることとしており、総事業費は水道 

メーター更新費用を含めると、２８億９，６３７万９千円を見込んでいます。収支不足額 

は、２８億４，１３４万３千円が見込まれますが、企業債の活用により収支不足を補てん 

する財源に不足は生じない見通しです。 

 しかし、資金残高は減少することから、計画期間内においても施設の延命化や事業費の 

平準化に努めます。 

 

③資金不足比率 

本計画期間内では資金に不足が発生しないため、資金不足比率は算定されていません。 

 

（２）簡水事業（大滝） 

 ①収益的収支 

  給水収益に関しては、水道事業（伊達）との料金統一などの影響で一時的に増加したも 

のの、令和4（2022）年度以降、人口と比例して減少していく見込みです。一般会計か 

らの繰入金により収支均衡を図っている状況であることから、料金収入の確保と効率的な 

運営による経費削減を進めることで、繰入金を抑制し経営健全化に努めます。 

 

②資本的収支 

 本計画期間では、主に老朽化した設備の更新を進める予定となっており、総事業費とし 

て水道メーター更新費用を含めて１億３，0７１万２千円を見込んでいます。投資額の高い 

令和 5（2023）年度と令和６（2024）年度は企業債を活用予定ですが、各年度の不足 

分は一般会計からの出資金で補う見込みのため、施設の延命化を図るなど投資額を抑制し、 

経営健全化に努めます。 

 

③資金不足比率 

 本計画期間内では資金に不足が発生しないため、資金不足比率は算定されていません。 
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（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 562,367 542,261 536,236 534,328 532,420 530,460 526,411 522,361 518,311 514,262 510,199 506,149
(1) 512,759 487,810 484,845 482,937 481,029 479,069 475,019 470,970 466,920 462,870 458,808 454,758
(2) (B) 3,379 1,976 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060
(3) 46,229 52,475 49,331 49,331 49,331 49,331 49,331 49,331 49,331 49,331 49,331 49,331

２． 26,310 19,503 18,846 18,603 18,539 17,994 17,343 16,597 15,753 15,309 14,993 14,441
(1) 1,258

1,258

(2) 24,766 18,831 18,106 17,863 17,799 17,254 16,603 15,857 15,013 14,569 14,253 13,701
(3) 286 672 740 740 740 740 740 740 740 740 740 740

(C) 588,677 561,764 555,083 552,932 550,960 548,455 543,754 538,958 534,065 529,571 525,192 520,591
１． 514,854 508,316 508,313 502,755 502,985 508,367 522,453 521,208 510,855 508,359 510,693 516,325
(1) 112,991 88,402 88,402 88,402 88,402 88,402 88,402 88,402 88,402 88,402 88,402 88,402

42,892 40,071 40,071 40,071 40,071 40,071 40,071 40,071 40,071 40,071 40,071 40,071
30,164 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200
39,935 40,131 40,131 40,131 40,131 40,131 40,131 40,131 40,131 40,131 40,131 40,131

(2) 166,147 171,888 175,818 169,488 168,488 168,488 176,638 170,838 163,488 162,488 161,488 161,488
32,581 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000 29,000 28,000 28,000 28,000 27,000 27,000
12,483 13,600 13,600 13,600 12,600 12,600 12,600 12,600 12,600 11,600 11,600 11,600

744 257 257 257 257 257 257 257 257 257 257 257
120,339 125,031 128,961 122,631 122,631 122,631 134,781 129,981 122,631 122,631 122,631 122,631

(3) 235,716 248,026 244,093 244,865 246,095 251,477 257,413 261,968 258,965 257,469 260,803 266,435
２． 8,238 7,487 6,765 6,145 5,598 5,305 5,034 4,782 4,447 4,103 3,780 3,471
(1) 7,891 7,077 6,355 5,735 5,188 4,895 4,624 4,372 4,037 3,693 3,370 3,061
(2) 347 410 410 410 410 410 410 410 410 410 410 410

(D) 523,092 515,803 515,078 508,900 508,583 513,672 527,487 525,990 515,302 512,462 514,473 519,796
(E) 65,585 45,961 40,005 44,032 42,377 34,783 16,267 12,968 18,763 17,109 10,719 795
(F)
(G)
(H)

65,585 45,961 40,005 44,032 42,377 34,783 16,267 12,968 18,763 17,109 10,719 795
(I) 1,062,282 998,968 969,698 1,017,455 1,063,556 1,100,064 1,112,056 1,105,749 1,124,237 1,105,071 1,079,515
(J) 1,304,520 1,205,063 1,276,264 1,261,949 1,247,758 1,261,990 1,257,232 1,255,660 1,258,294 1,257,062 1,257,006 1,257,454

52,810 53,639 53,639 53,639 53,639 53,639 53,639 53,639 53,639 53,639 53,639 53,639
(K) 122,210 87,937 89,234 90,915 92,780 101,391 110,311 119,019 124,163 129,385 128,136 133,423

50,276 50,277 51,574 53,255 55,120 63,731 72,651 81,359 86,503 91,725 90,476 95,763

30,935 30,935 30,935 30,935 30,935 30,935 30,935 30,935 30,935 30,935 30,935 30,935
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 558,988 540,285 534,176 532,268 530,360 528,400 524,350 520,301 516,251 512,201 508,139 504,089

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に より 算定 した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

う ち 一 時 借 入 金

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分

営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

収

益

的

支

出

減 価 償 却 費

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費

そ の 他 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計
営 業 費 用

そ の 他

令和１３年度

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度令和６年度令和３年度 令和４年度 令和５年度
令和２年度

決算

水道事業（伊達） 投資・財政計画（収支計画）～収益的収支 
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（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１． 45,000 50,000 50,000 50,000 150,000 150,000 150,000 100,000 50,000 50,000 50,000 50,000

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８． 5,504 5,504 5,504 5,504 5,504 5,504 5,504 5,504 5,504 5,504 5,504

９．

(A) 45,000 55,504 55,504 55,504 155,504 155,504 155,504 105,504 55,504 55,504 55,504 55,504

(B)

(C) 45,000 55,504 55,504 55,504 155,504 155,504 155,504 105,504 55,504 55,504 55,504 55,504

１． 240,871 224,236 245,751 234,301 359,870 363,071 377,121 298,021 274,772 268,120 235,041 240,311

２． 46,322 50,277 51,574 53,255 55,120 63,731 72,651 81,359 86,503 91,725 90,476 95,763

３．

４．

５． 100,000 100,000

(D) 387,193 374,513 297,325 287,556 414,990 426,802 449,772 379,380 361,275 359,845 325,517 336,074

(E) 342,193 319,009 241,821 232,052 259,486 271,298 294,268 273,876 305,771 304,341 270,013 280,570

１． 210,014 228,450 222,312 213,569 227,703 233,229 239,946 245,669 243,652 242,822 246,472 252,558

２． 113,000 73,000 2,000 8,000 23,000 4,000 40,000 40,000 5,000 9,000

３．

４． 19,179 17,559 19,509 18,483 29,783 30,069 31,322 24,207 22,119 21,519 18,541 19,012

(F) 342,193 319,009 241,821 232,052 259,486 271,298 294,268 273,876 305,771 304,341 270,013 280,570

(G)

(H) 560,766 560,489 558,915 555,660 650,540 736,809 814,158 832,799 796,296 754,571 714,095 668,332

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

令和１３年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

工 事 負 担 金

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

令和２年度
決算

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

令和１３年度

収 益 的 収 支 分

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
令和２年度

決算

合 計

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

水道事業（伊達） 投資・財政計画（収支計画）～資本的収支 
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年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 42,584 40,707 40,700 40,564 40,395 40,168 40,035 39,871 39,699 39,526 39,368 39,203
(1) 42,119 40,671 40,500 40,330 40,161 39,992 39,824 39,657 39,490 39,324 39,159 38,995
(2) (B)
(3) 465 36 200 234 234 176 211 214 209 202 209 208

２． 34,587 45,418 38,581 37,984 38,302 40,730 38,290 37,381 34,610 31,386 30,486 30,899
(1) 27,034 38,288 32,033 31,876 32,848 35,836 33,792 33,045 30,655 27,898 27,044 27,511

27,034 38,288 32,033 31,876 32,848 35,836 33,792 33,045 30,655 27,898 27,044 27,511
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 4,385 4,386 4,195 4,154 3,913 3,778 3,750 3,727 3,391 2,970 2,970 2,963
(3) 3,168 2,744 2,353 1,954 1,541 1,116 748 609 564 518 472 425

(C) 77,171 86,125 79,281 78,547 78,697 80,898 78,325 77,251 74,308 70,912 69,854 70,103
１． 70,757 77,166 73,575 73,486 74,195 76,859 75,464 74,589 71,683 68,370 67,478 67,805
(1) 10,143 11,005 11,592 11,592 11,592 11,592 11,592 11,592 11,592 11,592 11,592 11,592

4,704 4,638 5,175 5,175 5,175 5,175 5,175 5,175 5,175 5,175 5,175 5,175
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5,439 6,367 6,417 6,417 6,417 6,417 6,417 6,417 6,417 6,417 6,417 6,417
(2) 24,976 30,018 26,259 26,525 26,995 27,449 26,807 26,944 27,049 27,062 26,965 27,005

3,062 3,666 3,481 3,441 3,412 3,500 3,458 3,453 3,456 3,467 3,458 3,458
890 1,450 742 883 991 1,017 908 950 967 960 946 956

0 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200
21,024 24,702 21,837 22,001 22,391 22,733 22,240 22,341 22,426 22,435 22,361 22,391

(3) 35,638 36,143 35,724 35,369 35,608 37,818 37,065 36,053 33,042 29,716 28,921 29,208
２． 6,414 8,959 5,706 5,061 4,502 4,039 2,861 2,662 2,626 2,542 2,376 2,298
(1) 6,414 5,602 4,797 3,970 3,163 2,365 1,608 1,323 1,224 1,125 1,023 920
(2) 0 3,357 909 1,091 1,339 1,674 1,253 1,339 1,402 1,417 1,353 1,378

(D) 77,171 86,125 79,281 78,547 78,697 80,898 78,325 77,251 74,308 70,912 69,854 70,103
(E) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(F)
(G)
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(J) 16,049 4,346 9,549 9,981 7,959 9,163 9,035 8,719 8,972 8,909 8,867 8,916

5,820 1,911 3,933 3,888 3,244 3,688 3,607 3,513 3,603 3,574 3,563 3,580
(K) 49,508 37,703 38,864 41,247 42,463 23,418 13,255 12,826 12,936 13,038 13,133 13,244

33,460 34,258 35,079 37,435 38,604 19,514 9,415 8,972 9,072 9,173 9,277 9,384
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,970 3,445 3,785 3,812 3,859 3,904 3,840 3,854 3,864 3,865 3,856 3,860
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 42,584 40,707 40,700 40,564 40,395 40,168 40,035 39,871 39,699 39,526 39,368 39,203

(N)

(O)

(P)

(F)-(G)

(C)-(D)

う ち 建 設 改 良 費 分

収 入 計

他 会 計 補 助 金

修 繕 費
材 料 費
そ の 他

経 費

受 託 工 事 収 益

0

長 期 前 受 金 戻 入

令和１０年度

0 0 0 0

令和８年度令和７年度令和５年度 令和６年度

0 00

経 常 損 益

う ち 一 時 借 入 金

特 別 損 益
特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

収

益

的

収

支

(E)+(H)

特 別 利 益

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

流 動 資 産

×100

流 動 負 債

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

）

う ち 未 収 金

う ち 未 払 金

(（L）/（M）×100)

(A)-(B)営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

累 積 欠 損 金 比 率 （ 0

令和９年度令和４年度令和３年度

そ の 他 補 助 金

そ の 他

支 払 利 息
そ の 他

営 業 費 用

減 価 償 却 費

支 出 計

営 業 収 益

営 業 外 収 益

職 員 給 与 費

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に より 算定 した
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

基 本 給
退 職 給 付 費

令和２年度
決算

そ の 他

そ の 他

補 助 金

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

料 金 収 入

営 業 外 費 用

動 力 費

令和１２年度

0

令和１３年度

0

令和１１年度

0

（単位：千円，％）

簡水事業（大滝）投資・財政計画（収支計画）～収益的収支 
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（単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 0 0 0 23,000 40,000 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 8,284 8,679 14,443 14,840 15,249 15,671 7,680 2,627 2,402 2,447 2,494 2,541

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 8,284 8,679 14,443 37,840 55,249 15,671 7,680 2,627 2,402 2,447 2,494 2,541

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 8,284 8,679 14,443 37,840 55,249 15,671 7,680 2,627 2,402 2,447 2,494 2,541

１． 2,491 7,456 13,686 24,817 42,171 11,161 11,378 2,986 2,501 3,166 11,899 6,947

２． 37,247 33,460 34,257 35,079 37,435 38,604 19,514 9,415 8,972 9,072 9,173 9,277

３．

４．

５．

(D) 39,738 40,916 47,943 59,896 79,606 49,765 30,892 12,401 11,473 12,238 21,072 16,224

(E) 31,454 32,237 33,500 22,056 24,357 34,094 23,212 9,774 9,071 9,791 18,578 13,683

１． 31,174 31,679 32,415 19,786 20,539 33,150 22,257 9,511 8,825 9,546 17,655 13,038

２．

３．

４． 280 558 1,085 2,270 3,818 944 955 263 246 245 923 645

(F) 31,454 32,237 33,500 22,056 24,357 34,094 23,212 9,774 9,071 9,791 18,578 13,683

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 257,840 224,380 190,123 178,044 180,609 142,005 122,491 113,076 104,104 95,032 85,859 76,582

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

30,154 41,030 34,386 33,830 34,389 36,952 34,540 33,654 31,219 28,416 27,516 27,936

3,119 2,742 2,353 1,954 1,541 1,116 748 609 564 518 472 425

27,035 38,288 32,033 31,876 32,848 35,836 33,792 33,045 30,655 27,898 27,044 27,511

8,284 8,679 14,443 14,840 15,249 15,671 7,680 2,627 2,402 2,447 2,494 2,541

8,284 8,679 14,443 14,840 15,249 15,671 7,680 2,627 2,402 2,447 2,494 2,541

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

38,438 49,709 48,829 48,670 49,638 52,623 42,220 36,281 33,621 30,863 30,010 30,477

令和２年度
決算

う ち 基 準 内 繰 入 金

令和４年度 令和１１年度令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和１０年度

(E)-(F)

企 業 債 償 還 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

計

補 塡 財 源 不 足 額

合 計

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資

本

的

支

出

補

塡

財

源

資

本

的

収

支

う ち 資 本 費 平 準 化 債

企 業 債

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

う ち 職 員 給 与 費

計

そ の 他

工 事 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

純 計 (A)-(B)

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

計

固 定 資 産 売 却 代 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

建 設 改 良 費

損 益 勘 定 留 保 資 金

そ の 他

令和６年度令和３年度 令和４年度

資

本

的

収

入

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 出 資 金

令和３年度

令和１２年度

令和１２年度

令和１３年度

令和13年度令和９年度

令和９年度 令和１１年度令和１０年度令和７年度 令和８年度
令和２年度

決算
令和５年度

簡水事業（大滝） 投資・財政計画（収支計画）～資本的収支 
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第７章 フォローアップ 

１ PDCA サイクル 

目標の達成と事業の計画的な実施のためには、適切な進捗管理（フォローアップ）が必要

となります。 

フォローアップには、イメージ図に示すＰＤＣＡサイクルを活用し、計画の策定（Plan）

→事業の推進（Do）→目標達成状況の確認（Check）→改善の検討（Action）のサイクル

に従い、業務指標を用いた再評価や目標達成の確認を行い、修正が必要になった場合に計画

の見直しを行います。 

 

 

ＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

計画の策定（Plan）

・基本計画の策定

・実施計画、目標設定

事業の推進（Do）

・事業の実施
・調査及び研究

目標達成状況の確認
（Check）

・事後評価
・進捗状況の管理

改善の検討（Action）

・計画の見直し
・市民ニーズの把握



用語集

用　　語 解　　説 掲載項

1 あ アセットマネジメント

　平成21（2009）年7月に厚生労働省が策定した「水道事業にお
けるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き」に基づ
き、中長期的な視点に立って水道資産全体の更新需要を把握し、更
新を実施した場合の財政収支の見通しを作成すること。アセットマ
ネジメント検討により、更新投資や財源確保の必要性を認識し、水
道施設の更新が着実に実施されることを目的としている。伊達市で
は、平成23年度に作成し、平成25年度に策定した「伊達市上水道
施設更新基本計画」に反映されている。

42

2 い 一日最大給水量
　年間の一日給水量のうち最大のものを一日最大給水量（㎥/日）と
いう。 6

3 い 一日平均給水量
　年間総給水量を年日数で除したものを一日平均給水量（㎥/日）と
いう。 6

4 え 営業収益
　給水サービスを提供することにより、住民の皆様より受領する水
道の使用料金など。 55

5 え 営業外収益 　長期前受金戻入やその他営業活動以外収入など。 56

6 え 営業費用
　職員の人件費や給配水施設の動力費、薬品費、また減価償却費と
いった水道サービスの提供に要するコスト。 52

7 え 営業外費用 　企業債の支払利息やその他営業活動以外の支出など。 53

8 お 応急給水
　地震、渇水及び配水施設の事故などにより、水道による給水がで
きなくなった場合に、被害状況に応じて拠点給水、運搬給水及び仮
設給水などにより、飲料水を給水すること。

15

9 お 応急復旧
　地震、風水害などの事故により水道施設が被害を受けた場合に、
給水を早期に再開するための復旧作業のこと。 42

10 か 簡易水道 　計画給水人口が、5,000人以下の水道のこと。 1

11 か 緩速ろ過

　緩速ろ過法は、1日4～5ｍの遅い速度でろ過し、そのとき砂層表
面や砂層内部に増殖した藻類や細菌などの生物によってつくられた
粘質の膜(生物ろ過膜)によって水中の不純物を除去する方法であ
る。
緩速ろ過池はその処理を行うための施設。

10

12 か 官民連携

　Public Private Partnership（PPP)の略称で、行政と民間が連
携して公共サービスの提供を行う事を指す。PFIは、PPPの代表的
な手法の一つであり、PFI以外にもDB、DBO、指定管理者制度、コ
ンセッション、さらには包括的民間委託、自治体業務の一般的な委
託等も含まれる。

29

13 き 企業債
　地方公営企業が行う建設、改良等に要する資金に充てるために起
こす地方債（地公企法第22条）。 21

14 き 企業債償還金
　企業債の発行後、各事業年度に支出する元金の償還額または一定
期間に支出する元金償還金の増額をいい、地方公営企業の経理上、
資本的支出として整理される。

21

15 き 企業債利息
　企業債の発行後、各事業年度に支出する支払利息の額または一定
期間に支出する支払利息の増額をいい、地方公営企業の経理上、収
益的支出として整理される。

22

16 き 給水区域内人口
　水道事業者が認可を受け、一般の需要に応じて給水サービスを行
うこととした区域内の居住人口のこと。 6

17 き 行政区域内人口 　伊達市全域の居住人口のこと。 6

18 き 給水収益
　水道事業会計における営業収益の一つで、公の施設としての水道
施設の使用について徴収する使用料（自治法第225条）のこと。通
常、水道料金として収入となる収益がこれに当たる。

26

用　語　集

１　用語の解説
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用語集

用　　語 解　　説 掲載項

19 き 給水人口

　給水区域内に居住し、水道により給水を受けている人口をいう。
給水区域外からの通勤者や観光客は給水人口には含まれない。水道
法に規定する給水人口は、事業計画において定める給水人口（計画
給水人口）をいう。

6

20 き 給水普及率 　給水区域内の人口に対する水道を利用している人口の割合。 31

21 き 急速ろ過

　急速濾過法は、原水中の懸濁物質を化学薬品である凝集剤を用い
てまず凝集沈澱処理し、残りの濁質を１日120～150mの速い速度
の急速濾過池で濾過し除去する方法。急速ろ過池は、その処理を行
うための施設のこと。

13

22 く クリプトスポリジウム

　原生動物（寄生虫学では原虫類という）アピコンプレックス亜門
胞子虫綱真コクシジウム目クリプトスポリジウム科の唯一の属。ク
リプトスポリジウムのオーシストは球形で直径約5μmと小さく、
４個のスポロゾイトを内包している。クリプトスポリジウムのオー
シストは塩素に耐性を持ち、水道水の消毒程度の塩素濃度ではほと
んど不活化されない。平成８（1996）年６月に埼玉県越生町で町
営水道水が原因となった大規模な集団感染を引き起こしたことか
ら、その対策の重要性が認識され、厚生省（現厚生労働省）は「水
道におけるクリプトスポリジウム暫定対策指針」を全国に通知し、
濁度0.1度以下での濾過水管理などの対策を取ることを求めてい
る。免疫の正常な人が罹患した場合の臨床症状は、下痢（主に水様
下痢）、腹痛、倦怠感、食欲低下、悪心などであり、軽度の 発熱を
伴う例もある。潜伏期間は3〜10日で、大多数の患者は9日以内に
発症している。下痢は1日数回程度から20回以上の激しいものまで
多様で、数日か ら2〜3週間持続し、自然治癒する。

40

23 け 経営戦略

　平成26（2014）年８月に総務省が通知した「公営企業の経営に
当たっての留意事項について」により、公営企業に策定が求められ
ている経営の基本計画。公営企業が安定して事業を継続するため
に、中長期的な視点で経営の健全化を実現するためのもの。

1

24 け 減価償却費

　固定資産は、使用によってその経済的価値を減少していくが、こ
の減少額を毎事業年度の費用として配分すること。
減価償却は、取得原価を耐用年数にわたって徐々に費用化するもの
であるが、一定の方法により計画的、規則的に行わなければならな
い（地公企則６条）。これによって固定資産に投下された資本を回
収するもので、この計上額が企業内に留保されるという財務的効果
が現れる。

46

25 け 建設改良費
　資本的支出として４条予算に計上される、固定資産の新規取得ま
たはその価値の増加のために要する経費で、経営規模の拡充を図る
ために要する諸施設の建設整備などのためのものである。

21

26 こ 公共施設等運営権方式

　利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を公共事
業体が有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定する方式。公
的主体が所有する公共施設等について、民間事業者による安定的で
自由度の高い運営を可能とすることにより、利用者ニーズを反映し
た質の高いサービスが提供できるとされている。

30

27 こ 工事負担金

　地方公営企業が開発行為者や他企業などから依頼を受けて、当該
事業の施設工事を行う場合に、その工事の負担として依頼者から収
納する金銭的給付。水道事業においては、開発行為者からの依頼に
よる配水管の新設や下水道など他企業の工事などに起因して必要と
なる配水管の位置変更、消火栓の設置などの工事に伴い収納してい
る。

21

28 こ 更新需要 　今後耐用年数を迎える施設を更新するために必要な投資額。 1

29 し 資産減耗費

　資産減耗費は、固定資産除却費と棚卸資産減耗費に分類される。
固定資産除却費は、固定資産が使用により滅失し、又は機能的にそ
の資本本来の使用に耐えなくなったときは、この固定資産の帳簿原
価を除かなければならない（除却）。この除却の際にこの固定資産
のまだ減価償却されていない額を除却費として計上する。

20

30 し 自然流下方式 　高台などから位置エネルギーを利用して水を流下させる方式。 10
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用語集

用　　語 解　　説 掲載項

31 し 支払利息

　営業外費用の一つで、企業債、他会計からの借入金、一時借入金
等について支払う利息をいう。利息は、借入れの事実が存在する期
間の経過に従って発生するものであるから、発生の原因である事実
の存した期間によって、その額を割り振るものである。

20

32 し 支払督促の申立て

　簡易裁判所への申立てに基づき、簡易裁判所書記官が相手方に金
銭の支払いを命じる制度。書類審査のみで迅速に解決を図ることが
でき、相手方からの異議申立てがなければ判決と同様の法的効力が
生じる。

23

33 し 収益的収支

　企業の経常的経営活動に伴い発生する収入とこれに対応する支出
をいう。資本的収入及び支出とともに、予算事項の一つである「予
定収入及び予定支出の金額」を構成する（地公企令17条１項２
号）。収益的収入には給水サービスの提供の対価である料金などの
給水収益のほか、土地物件収益、受取利息などを計上し、収益的支
出には給水サービスに必要な人件費、物件費、支払利息などを計上
する。発生主義に基づいて計上されるため、収益的支出には減価償
却費などのように現金支出を伴わない費用も含まれる。

20

34 し 受託工事収益
　営業収益の一部をなす。給水装置の新設または修繕などの工事を
行った際の対価として受け取るものである。 20

35 し 資本的収支

　収益的収入及び支出に属さない収入・支出のうち現金の収支を伴
うもので、主として建設改良及び企業債に関する収入及び支出であ
る。収益的収支とともに予算事項の一つである「予定収入及び予定
支出の金額」を構成する（地公企令17条１項２号）。
資本的収入には企業債、出資金、国庫補助金などを計上し、資本的
支出には建設改良費、企業債償還金などを計上する。
資本的収入が支出に対して不足する場合には、損益勘定留保資金な
どの補てん財源で補てんするものとされている。

20

36 し 取水井 　地下水を井戸にて取水するための施設を総称して取水井と呼ぶ。 10

37 し 受託工事費 　給水装置の新設または修繕などの工事にかかる費用のこと。 20

38 し 浄水場

　浄水処理に必要な設備がある施設。原水水質により浄水方法が異
なるが、一般に浄水場内の施設として、着水井、凝集池、沈澱池、
濾過池、薬品注入設備、消毒設備、浄水池、排水処理施設、管理室
などがある。

8

39 す 水源涵養林

　森林が降雨を貯留する天然の水源としての機能を持つとして、水
源涵養林あるいは水源林と呼んでいる。森林の土壌がこの機能を有
しており、樹木は、落ち葉などにより土壌を形成し、また、根が降
雨による土壌の流失を防止する役割をはたしている。また、森林を
「緑のダム」としてダム機能の代替とする考えもあるが、渇水期に
おける樹木からの蒸発散量の影響など、森林の効果の定量的評価は
困難とされている。

43

40 す 水道普及率
　現状における給水人口と行政区域内人口の割合。給水普及率は計
画給水区域における人口のうち現状の給水人口との比で、水道普及
率とは異なる。

25

41 す 水道ビジョン
　安全な水を安定的に供給するため、水道事業の現状の課題を抽出
し、具体的な施策を実施できるよう目指すべき将来像や目標を設定
し、その実現方法を示したもの。

1

42 す スペックダウン

　将来のサービス水準等の予測を踏まえ、更新後の施設・設備の性
能（能力、耐用年数等）の合理化を図る手法。
具体的には、将来需要に応じて管口径の縮小を実施することや経済
性に優れた管に代替するなどがある。

22

43 そ 送水管 　浄水場から配水池までに浄水を送る管路施設。 14
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44 そ 損益勘定留保資金

　資本的収支の補てん財源の一つで、収益的収支における現金の支
出を必要としない費用、具体的には減価償却費、資産減耗費などの
計上により企業内部に留保される資金をいう。過年度損益勘定留保
資金とは、前年度以前に発生した損益勘定留保資金であるが、当年
度の補てん財源として使用できる額は、過年度に使用した額を控除
した残額である。

21

45 た 第三者委託

　水道事業者、水道用水供給事業者、専用水道の設置者が、水道の
管理に関する技術上の業務の全部又は一部を他の水道事業者、水道
用水供給事業者又は当該業務を実施できるだけの経理的・技術的基
礎を有する者に委託すること。

29

46 た 耐震診断

　構造物の耐震性能を評価する方法で、概略的な簡易診断と、より
詳細な方法による詳細診断がある。簡易診断は、診断の対象構造物
を選定し、建設年代、準拠示方書、概略構造特性及び地盤条件等よ
り、補強を必要とする構造物を抽出する。詳細診断は、簡易診断に
より構造性能の詳細検討が必要とされた構造物を対象とし、設計図
書、地盤条件等をもとに、レベル1 及びレベル2 地震動に対して所
要の耐震性能を有しているか否かを診断する。

42

47 た 耐震性貯水槽

　地震対策として応急給水を確実に実施するために、地震時の外圧
などに対し、十分な耐震、耐圧設計によって築造された飲料水を貯
留する施設。圧力式（有圧密閉型）と自由水面方式（大気開放型）
とがある。貯水槽は、滞留による水質の劣化や残留塩素濃度が低下
しない構造とし、さらには流入・流出管に緊急遮断弁を設置するな
ど、飲料水の流出、汚水の流入を防ぐ仕組みなどが必要である。

15

48 た ダウンサイジング
　人口減少などにより将来の水需要の減少が予測される中、将来的
に必要な供給能力に見合う施設サイズに合わせていくために、抜本
的な施設規模の適正化を図る手法。

22

49 た 濁度

　水の濁りの程度を表すもので、精製水1L中に標準物質（カオリン
またはホルマジン）1mgを含む場合と同程度の濁りを濁度1度（ま
たは1mg／L）としている。水道において、原水濁度は浄水処理に
大きな影響を与え、浄水管理上の最も重要な指標の一つである。ま
た、給水栓中の濁りは、給・配水施設や管の異常を示すものとして
重要である。

33

50 ち 長期前受金戻入

　減価償却が取得経費を使用期間全体に費用を割り振る一方、自己
資金以外の国庫補助金等の財源を収益として割り振ること。長期前
金戻入は、あくまでも帳簿上の処理で、収益上、実際の現金収入は
ない。

27

51 で
DB

DBＯ

　PFIに類似した事業方式の一つで、公共が資金調達を負担し、設
計（Design)と建設（Build）及び運営（Operate)を民間に委託す
る方式のこと。設計と建設を委託するものがDBであり、これに運
営を加味したものがDBOである。

29

52 ど 導水管
　水道施設のうち、取水施設を経由した水を浄水場まで導く管路施
設。 14

53 に 認可

　水道事業・水道用水供給事業を経営しようとする際に、厚生労働
大臣又は都道府県知事から受ける認可をいう。認可は、行政法上の
公企業の特許に相当するもので、認可を受けないと法の保護を受け
ることができない。また、事業の内容を変更する場合にも、変更認
可申請を行う必要がある。

4

54 は 配水池

　給水区域の需要量に応じて適切な配水を行うために、浄水を一時
貯える池。配水池容量は、一定している配水池への流入量と時間変
動する給水量との差を調整する容量、及び配水池より上流側の事故
発生時にも給水を維持するための容量及び消火用水量を考慮し、一
日最大給水量の12時間分を標準としている。

8

55 は 配水管 　配水池から給水施設まで、浄水を送るための管路。 14
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56 ひ PFI
　公共施設の設計、建設、維持管理及び運営に民間の資金とノウハ
ウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うことで、効率的
かつ効果的な公共サービスの提供を図るという考え方。

29

57 ひ PDCAサイクル

　マネジメントサイクルの1つで、計画（ＰＬＡＮ）、実行（Ｄ
Ｏ）、評価（ＣＨＥＣＫ）、改善（ＡＣＴＩＯＮ）のプロセスを順
に実施する。このらせん状のプロセスを繰り返すことによって、品
質の維持・向上および継続的な業務改善活動を推進するマネジメン
ト手法がＰＤＣＡサイクルである。

39

58 ふ 深井戸

　被圧地下水を取水する井戸をいう。ケーシング、スクリーン及び
ケーシング内に釣り下げた揚水管とポンプからなり、狭い用地で比
較的多量の良質な水を得ることが可能である。深さは、30m以上の
ものが多く、600m以上に及ぶこともある。

8

59 ほ 法定耐用年数
　地方公営企業法施行規則に定められている施設毎に、減価償却費
を算定するための期間（年数）のこと。 16

60 も 目標耐用年数

　地方公営企業法施行規則において、水道施設毎に減価償却費を算
定するため法定耐用年数が定められているが、水道施設には法定耐
用年数を超えても十分に使用できるものがあるため、独自に定めた
施設毎の目標とする使用年数。この年数に基づき計画的な更新を実
施していくこととしている。

17

61 ゆ 有収水量

　料金徴収の対象となった水量及び他会計等から収入のあった水
量。料金水量、他水道事業への分水量、そのほか公園用水、公衆便
所用水、消防用水などで、料金としては徴収しないが、他会計から
維持管理費としての収入がある水量をいう。

18
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